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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外観薄板状に形成され、複数重ね合わせて、複数本の光ファイバ（７１、７１１、７１
２）の整列に用いられる整列エレメントであって、
　光ファイバが配線される上面を有するベース板（１１４、８１４）と、
　このベース板の一端部に設けられ、前記ベース板上に配線される光ファイバが通される
引き込みゲート部（１２、８５１）と、
　前記ベース板の前記一端部とは反対の側の他端部に設けられ、前記引き込みゲート部に
通された光ファイバの内、前記ベース板の前記一端部から前記他端部にわたって引き通す
第１配線ルート（１０ｃ、８４１）でベース板に配線される光ファイバが通される第１引
き出しゲート部（１３、８５２）と、
　前記ベース板の前記第１配線ルートを介して両側又は片側に位置する側部あるいは前記
一端部に設けられ、前記引き込みゲート部に通された光ファイバの内、前記引き込みゲー
ト部から前記第１配線ルートとは異なる第２配線ルート（１０ｄ、８４２）でベース板上
に配線される光ファイバが通される第２引き出しゲート部（１４、８５３）とを具備し、
　前記ベース板の両側又は片側の前記側部の内、第１引き出しゲート部から第２引き出し
ゲート部にわたって延在する部分である作業側部（１１ａ、８１ａ）には、第１引き出し
ゲート部の内外に光ファイバを移動するための光ファイバ移動口（１３１、８５２ａ）と
、第２引き出しゲート部の内外に光ファイバを移動するための光ファイバ移動口（１４１
、８５３ａ）とが設けられ、
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　第１配線ルート及び第２配線ルートの一方に配線されている光ファイバを前記作業側部
からベース板の外側に取り出して、第１配線ルート及び第２配線ルートの他方に移設でき
るようになっており、
　前記ベース板と、このベース板上に間隔をおいて設けられた蓋板（１１２、８１２）と
を具備して構成された薄形ケース状のエレメント本体（１１、１１Ａ、８１）を有し、
　前記エレメント本体には、前記引き込みゲート部と、前記第１引き出しゲート部と、前
記第２引き出しゲート部とが、前記ベース板と前記蓋板との間に確保された光ファイバ収
容空間（１１３、８２）の開口部として設けられ、
　前記エレメント本体において前記ベース板の前記作業側部に沿って延在する側部（１１
ａ、８１ａ）には、延在方向全長にわたって、前記光ファイバ収容空間の開口部である側
部開口部（１１ｂ、８１ｂ）がスリット状に形成されており、
　第１配線ルート及び第２配線ルートの一方に配線されている光ファイバを前記側部開口
部からベース板の外側に取り出して、第１配線ルート及び第２配線ルートの他方に移設で
きるようになっていることを特徴とする整列エレメント。
【請求項２】
　第１引き出しゲート部の光ファイバ移動口と、第２引き出しゲート部の光ファイバ移動
口とに、該光ファイバ移動口を開閉する開閉部材（１６、１６Ａ、８７）が設けられてい
ることを特徴とする請求項１記載の整列エレメント。
【請求項３】
　外観薄板状に形成され、複数重ね合わせて、複数本の光ファイバ（７１、７１１、７１
２）の整列に用いられる整列エレメントであって、
　ベース板（１１４）と、このベース板上に間隔をおいて設けられた蓋板（１１２）と、
側壁部（１１５）とによって断面コ字形に組み立てられ、光ファイバが配線される光ファ
イバ収容空間（１１３）が内側に確保されたコ字形フレーム（１１Ｆ）、及び、該コ字形
フレームの前記側壁部に沿う延在方向の一端部における前記光ファイバ収容空間の開口部
内に設けられて該開口部を二つに仕切る仕切壁（１５）を有する薄形ケース状のエレメン
ト本体（１１）を具備し、
　前記エレメント本体は、
　該エレメント本体の前記側壁部に沿う延在方向の一端部における前記光ファイバ収容空
間の開口部の内、前記仕切壁と前記側壁部との間に開口された部分であり、前記光ファイ
バ収容空間に配線される光ファイバが通される引き込みゲート部（１２）と、
　前記エレメント本体の延在方向他端部における前記光ファイバ収容空間の開口部であり
、前記引き込みゲート部に通された光ファイバの内、前記側壁部に沿って前記光ファイバ
収容空間に引き通す第１配線ルート（１０ｃ）で配線される光ファイバ（７１１）が通さ
れる第１引き出しゲート部（１３）と、
　前記エレメント本体の延在方向一端部における前記光ファイバ収容空間の開口部の内、
前記仕切壁を介して前記引き込みゲート部と反対の側に開口され、前記引き込みゲート部
に通された光ファイバの内、前記引き込みゲート部からＵ字形に湾曲させる第２配線ルー
ト（１０ｄ）で前記光ファイバ収容空間内に配線される光ファイバ（７１２）が通される
第２引き出しゲート部（１４）と、
　前記エレメント本体の前記側壁部とは反対の側の側部である作業側部（１１ａ）におけ
る前記光ファイバ収容空間の開口部であり、第１引き出しゲート部から第２引き出しゲー
ト部にわたって延在する前記作業側部の延在方向全長にスリット状に形成された側部開口
部（１１ｂ）とを有し、
　第１配線ルート及び第２配線ルートの一方から前記側部開口部を介してエレメント本体
の外側に取り出した光ファイバを、第１配線ルート及び第２配線ルートの他方に移設でき
るようになっていることを特徴とする整列エレメント（１０）。
【請求項４】
　外観薄板状に形成され、複数重ね合わせて、複数本の光ファイバ（７１、７１１、７１
２）の整列に用いられる整列エレメントであって、
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　ベース板（８１４）と、このベース板上に間隔をおいて設けられた蓋板（８１２）と、
側壁部（８１５、８８）とによって、前記ベース板と前記蓋板との間に光ファイバが配線
される光ファイバ収容空間（８２）を有する薄形ケース状に組み立てられたエレメント本
体（８１）を具備し、
　前記エレメント本体は、前記光ファイバ収容空間の開口部である引き込みゲート部（８
５１）が設けられている引き込み本体部（８１Ａ１）と、該引き込み本体部から張り出す
ようにして延出された第１本体部（８１Ａ２）と、前記引き込み本体部及び前記第１本体
部で構成された本体幹部（８１Ａ）の側方へ前記引き込み本体部から分岐するようにして
延出された第２本体部（８１Ｂ）とを具備し、
　本体幹部の引き込み本体部とは反対の側の端部には、前記引き込みゲート部に通して前
記光ファイバ収容空間内に配線される光ファイバの内、本体幹部内に引き通し配線された
光ファイバが通される第１引き出しゲート部（８５２）が設けられ、
　前記第２本体部の前記引き込み本体からの延出方向先端部には、前記引き込みゲート部
に通して前記光ファイバ収容空間内に配線される光ファイバの内、第２本体部内に引き通
し配線された光ファイバが通される第２引き出しゲート部（８５３）が設けられ、
　前記第１本体部と前記第２本体部との間に挟まれた領域である作業空間（８６）に臨む
前記エレメント本体の側部である作業側部（８１ａ）には、前記光ファイバ収容空間の開
口部である側部開口部（８１ｂ）が、前記第１引き出しゲート部から前記第２引き出しゲ
ート部にわたって延在するスリット状に形成され、
　前記第１本体部及び前記第２本体部の一方から前記側部開口部を介して作業空間に取り
出した光ファイバを、本体幹部及び第２本体部の他方に移設できるようになっていること
を特徴とする整列エレメント（８０、８０Ａ）。
【請求項５】
　前記側部開口部の延在方向の１部又は全部を開閉する開閉部材（１６、８７）が、前記
側部開口部の延在方向の１又は複数箇所に設けられていることを特徴とする請求項１～４
のいずれかに記載の整列エレメント。
【請求項６】
　前記ベース板上には、引き込みゲート部と第１引き出しゲート部との間、あるいは、引
き込みゲート部と第２引き出しゲート部との間に配線されている光ファイバを前記作業側
部の側に移動させるための取出治具（１７、８３）が、前記作業側部から引き出し可能に
設けられており、
　前記取出治具は、前記作業側部からベース板の外側に突出するように配置される操作ハ
ンドル（１７８、８３１）を有していることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載
の整列エレメント。
【請求項７】
　前記取出治具は、光ファイバが載せられる載せ台（１７１、１７１ａ）と、この載せ台
上に突設され、取出治具が作業側部から引き出す方向に移動されたときに、光ファイバ収
容空間内の光ファイバを作業側部の側に移動させる光ファイバ移動片（１７１ｂ）とを有
することを特徴とする請求項６記載の整列エレメント。
【請求項８】
　前記取出治具が、Ｕ字状に曲げられて内側に光ファイバを収容する可撓性のシートであ
り、前記シートの両端、あるいは、前記シートの一端と連結された該シートの他端が、前
記操作ハンドルとして前記作業側部から突出されていることを特徴とする請求項７記載の
整列エレメント。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載の整列エレメントを、前記第１、第２引き出しゲート部
及び前記作業側部の向きを揃えて複数重ね合わせて構成したことを特徴とする整列盤（３
３Ａ、３３Ｂ）。
【請求項１０】
　請求項９記載の整列盤と、前記整列盤の前記整列エレメントの前記第１引き出しゲート
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部から延出された光ファイバの先端と別の光ファイバとの接続部（４２）が設けられる接
続盤ユニット（２２）とが搭載されていることを特徴とする光配線盤（１）。
【請求項１１】
　さらに、前記整列エレメントの前記第２引き出しゲート部から延出された光ファイバの
先端部に取り付けられている光コネクタ（７２）を保留する保留エレメント（３５）を具
備していることを特徴とする請求項１０記載の光配線盤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数重ね合わせて複数本の光ファイバの整列に用いられる整列エレメント、
この整列エレメントが複数重ね合わせて構成された整列盤、この整列盤を具備する光配線
盤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光ファイバ通信網の設備センターにおいて、いわゆるフロアコードケーブル（所内配線
ケーブル）が引き込まれるケーブル収容架（配線架）と、所外ケーブル（外線光ファイバ
ケーブル）の光ファイバをコネクタ接続可能に成端する光コネクタが多数配列されて群構
成とされた接続盤を収容する接続盤収容架とを具備する光配線盤によって、フロアコード
ケーブルが接続されている伝送装置等の装置と所外ケーブルとの接続を行っている。この
光配線盤では、伝送装置等の装置からケーブル収容架に引き込まれたフロアコードケーブ
ルの端末から延出する光ファイバ（光ファイバコード）をケーブル収容架から接続盤に引
き込んで、接続盤の光コネクタにコネクタ接続するが、光配線盤内の多数本の光ファイバ
の内、接続盤に接続しない光ファイバ（保留光ファイバ）については、ケーブル収容架か
ら接続盤へ引き込む光ファイバの配線ルートとは別の配線ルートを確保して、光ファイバ
に取り付けられている光コネクタを保留する保留部に引き込み、接続盤に接続光ファイバ
（現用光ファイバ）と区分けすることが行われており、この配線ルートの区分けのために
、光ファイバを、現用光ファイバ用の配線ルートと保留光ファイバの配線ルートとに振り
分ける機能を有する整列エレメントを用いている。この整列エレメントは、振り分けた光
ファイバの抜き取り及び整列エレメントへの再配線が可能であり、これにより、光ファイ
バの配線ルートの変更（例えば、保留光ファイバを配線ルートの変更によって、現用光フ
ァイバに変更すること。あるいは、その逆の変更）が可能である。整列エレメントは、１
個当たり数十本程度の光ファイバを収容できるものが一般的であり、広く用いられている
数百心から数千心の収容心数の光配線盤においては、扁平形状に形成された整列エレメン
トを複数重ね合わせた構造の整列盤を、多数本の光ファイバの振り分けに用いることが一
般的である（例えば特許文献１、２）。
【０００３】
　上述のように、光ファイバの振り分け作業及び抜き取り作業の両方を実現する扁平構造
の整列エレメントとしては、例えば、特許文献１の図１に例示されるように、架に取り付
けられる本体部と、この本体部に回転可能に取り付けられ、光ファイバ集合部に光ファイ
バを集合保持したまま回転させることで光ファイバの配線ルートを切り換える（例えば、
現用、保留の配線ルートの切り換え）移動部とを具備した構成のものや、特許文献２の図
３、図４に示されるように、架に取り付けられる本体部から、光ファイバを取り出し可能
に収容する光ファイバ収容部が突設されている構成のもの等が広く用いられている。この
整列エレメントでは、移動部の光ファイバ集合部は光ファイバの取り出し（抜き取り）が
可能であり、また、前記本体部に、光ファイバを取り出し（抜き取り）可能に収容する光
ファイバ収容部が設けられているため、光ファイバ収容部を経由する配線ルートで配線す
る光ファイバを複数本集合保持することができ、しかも、光ファイバ収容部からの光ファ
イバの抜き取りが可能であるため、抜き取った光ファイバを、光ファイバ収容部を経由す
る配線ルートとは別の配線ルートに移設する、配線ルートの変更も可能である。
【特許文献１】特開２０００－３２９９４３号公報
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【特許文献２】特開２０００－３２９９４５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、整列エレメントとしては、光ファイバの振り分け作業及び抜き取り作業
の両方を実現するために様々な構造のものが提案されているが、上述したような従来構造
の整列エレメントでは、これまで製品のサイズが大きいものしかなく、また、ジャンパユ
ニットと対を構成した状態で架に実装されるようになっているため、実装スペースが比較
的大きいといった不満があった。また、収容心数が少なく、構造上、収容心数の増大が困
難であるといった不満もあった。このため、架の収容心数の増大の支障になっていた。ま
た、整列盤の設置スペースが大きいため、適用可能な架の構造に制約があるといった不満
もあった。
【０００５】
　本発明は、前記課題に鑑みて、光ファイバの収容心数の増大、及び、小型化を実現でき
る整列エレメント、整列盤、光配線盤の提供を目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明では以下の構成を提供する。
　請求項１記載の発明は、外観薄板状に形成され、複数重ね合わせて、複数本の光ファイ
バの整列に用いられる整列エレメントであって、光ファイバが配線される上面を有するベ
ース板と、このベース板の一端部に設けられ、前記ベース板上に配線される光ファイバが
通される引き込みゲート部と、前記ベース板の前記一端部とは反対の側の他端部に設けら
れ、前記引き込みゲート部に通された光ファイバの内、前記ベース板の前記一端部から前
記他端部にわたって引き通す第１配線ルートでベース板に配線される光ファイバが通され
る第１引き出しゲート部と、前記ベース板の前記第１配線ルートを介して両側又は片側に
位置する側部あるいは前記一端部に設けられ、前記引き込みゲート部に通された光ファイ
バの内、前記引き込みゲート部から前記第１配線ルートとは異なる第２配線ルートでベー
ス板上に配線される光ファイバが通される第２引き出しゲート部とを具備し、前記ベース
板の両側又は片側の前記側部の内、第１引き出しゲート部から第２引き出しゲート部にわ
たって延在する部分である作業側部には、第１引き出しゲート部の内外に光ファイバを移
動するための光ファイバ移動口と、第２引き出しゲート部の内外に光ファイバを移動する
ための光ファイバ移動口とが設けられ、第１配線ルート及び第２配線ルートの一方に配線
されている光ファイバを前記作業側部からベース板の外側に取り出して、第１配線ルート
及び第２配線ルートの他方に移設できるようになっており、前記ベース板と、このベース
板上に間隔をおいて設けられた蓋板とを具備して構成された薄形ケース状のエレメント本
体を有し、前記エレメント本体には、前記引き込みゲート部と、前記第１引き出しゲート
部と、前記第２引き出しゲート部とが、前記ベース板と前記蓋板との間に確保された光フ
ァイバ収容空間の開口部として設けられ、前記エレメント本体において前記ベース板の前
記作業側部に沿って延在する側部には、延在方向全長にわたって、前記光ファイバ収容空
間の開口部である側部開口部がスリット状に形成されており、第１配線ルート及び第２配
線ルートの一方に配線されている光ファイバを前記側部開口部からベース板の外側に取り
出して、第１配線ルート及び第２配線ルートの他方に移設できるようになっていることを
特徴とする整列エレメントである。
　請求項２記載の発明は、請求項１記載の整列エレメントにおいて、第１引き出しゲート
部の光ファイバ移動口と、第２引き出しゲート部の光ファイバ移動口とに、該光ファイバ
移動口を開閉する開閉部材が設けられていることを特徴とする整列エレメントである。
　請求項３記載の発明は、外観薄板状に形成され、複数重ね合わせて、複数本の光ファイ
バの整列に用いられる整列エレメントであって、ベース板と、このベース板上に間隔をお
いて設けられた蓋板と、側壁部とによって断面コ字形に組み立てられ、光ファイバが配線
される光ファイバ収容空間が内側に確保されたコ字形フレーム、及び、該コ字形フレーム
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の前記側壁部に沿う延在方向の一端部における前記光ファイバ収容空間の開口部内に設け
られて該開口部を二つに仕切る仕切壁を有する薄形ケース状のエレメント本体を具備し、
前記エレメント本体は、該エレメント本体の前記側壁部に沿う延在方向の一端部における
前記光ファイバ収容空間の開口部の内、前記仕切壁と前記側壁部との間に開口された部分
であり、前記光ファイバ収容空間に配線される光ファイバが通される引き込みゲート部と
、前記エレメント本体の延在方向他端部における前記光ファイバ収容空間の開口部であり
、前記引き込みゲート部に通された光ファイバの内、前記側壁部に沿って前記光ファイバ
収容空間に引き通す第１配線ルートで配線される光ファイバが通される第１引き出しゲー
ト部と、前記エレメント本体の延在方向一端部における前記光ファイバ収容空間の開口部
の内、前記仕切壁を介して前記引き込みゲート部と反対の側に開口され、前記引き込みゲ
ート部に通された光ファイバの内、前記引き込みゲート部からＵ字形に湾曲させる第２配
線ルートで前記光ファイバ収容空間内に配線される光ファイバが通される第２引き出しゲ
ート部と、前記エレメント本体の前記側壁部とは反対の側の側部である作業側部における
前記光ファイバ収容空間の開口部であり、第１引き出しゲート部から第２引き出しゲート
部にわたって延在する前記作業側部の延在方向全長にスリット状に形成された側部開口部
とを有し、第１配線ルート及び第２配線ルートの一方から前記側部開口部を介してエレメ
ント本体の外側に取り出した光ファイバを、第１配線ルート及び第２配線ルートの他方に
移設できるようになっていることを特徴とする整列エレメントである。
　請求項４記載の発明は、外観薄板状に形成され、複数重ね合わせて、複数本の光ファイ
バの整列に用いられる整列エレメントであって、ベース板と、このベース板上に間隔をお
いて設けられた蓋板と、側壁部とによって、前記ベース板と前記蓋板との間に光ファイバ
が配線される光ファイバ収容空間を有する薄形ケース状に組み立てられたエレメント本体
を具備し、前記エレメント本体は、前記光ファイバ収容空間の開口部である引き込みゲー
ト部が設けられている引き込み本体部と、該引き込み本体部から張り出すようにして延出
された第１本体部と、前記引き込み本体部及び前記第１本体部で構成された本体幹部の側
方へ前記引き込み本体部から分岐するようにして延出された第２本体部とを具備し、本体
幹部の引き込み本体部とは反対の側の端部には、前記引き込みゲート部に通して前記光フ
ァイバ収容空間内に配線される光ファイバの内、本体幹部内に引き通し配線された光ファ
イバが通される第１引き出しゲート部が設けられ、前記第２本体部の前記引き込み本体か
らの延出方向先端部には、前記引き込みゲート部に通して前記光ファイバ収容空間内に配
線される光ファイバの内、第２本体部内に引き通し配線された光ファイバが通される第２
引き出しゲート部が設けられ、前記第１本体部と前記第２本体部との間に挟まれた領域で
ある作業空間に臨む前記エレメント本体の側部である作業側部には、前記光ファイバ収容
空間の開口部である側部開口部が、前記第１引き出しゲート部から前記第２引き出しゲー
ト部にわたって延在するスリット状に形成され、前記第１本体部及び前記第２本体部の一
方から前記側部開口部を介して作業空間に取り出した光ファイバを、本体幹部及び第２本
体部の他方に移設できるようになっていることを特徴とする整列エレメントである。
　請求項５記載の発明は、請求項１～４のいずれかに記載の整列エレメントにおいて、前
記側部開口部の延在方向の１部又は全部を開閉する開閉部材が、前記側部開口部の延在方
向の１又は複数箇所に設けられていることを特徴とする整列エレメントである。
　請求項６記載の発明は、請求項１～５のいずれかに記載の整列エレメントにおいて、前
記ベース板上には、引き込みゲート部と第１引き出しゲート部との間、あるいは、引き込
みゲート部と第２引き出しゲート部との間に配線されている光ファイバを前記作業側部の
側に移動させるための取出治具が、前記作業側部から引き出し可能に設けられており、前
記取出治具は、前記作業側部からベース板の外側に突出するように配置される操作ハンド
ルを有していることを特徴とする整列エレメントである。
　請求項７記載の発明は、請求項６に記載の整列エレメントにおいて、前記取出治具は、
光ファイバが載せられる載せ台と、この載せ台上に突設され、取出治具が作業側部から引
き出す方向に移動されたときに、光ファイバ収容空間内の光ファイバを作業側部の側に移
動させる光ファイバ移動片とを有することを特徴とする整列エレメントである。
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　請求項８記載の発明は、請求項７に記載の整列エレメントにおいて、前記取出治具が、
Ｕ字状に曲げられて内側に光ファイバを収容する可撓性のシートであり、前記シートの両
端、あるいは、前記シートの一端と連結された該シートの他端が、前記操作ハンドルとし
て前記作業側部から突出されていることを特徴とする整列エレメントである。
　請求項９記載の発明は、請求項１～８のいずれかに記載の整列エレメントを、前記第１
、第２引き出しゲート部及び前記作業側部の向きを揃えて複数重ね合わせて構成したこと
を特徴とする整列盤である。
　請求項１０記載の発明は、請求項９記載の整列盤と、前記整列盤の前記整列エレメント
の前記第１引き出しゲート部から延出された光ファイバの先端と別の光ファイバとの接続
部が設けられる接続盤ユニットとが搭載されていることを特徴とする光配線盤である。
　請求項１１記載の発明は、請求項１０記載の光配線盤において、さらに、前記整列エレ
メントの前記第２引き出しゲート部から延出された光ファイバの先端部に取り付けられて
いる光コネクタを保留する保留エレメントを具備していることを特徴とする光配線盤であ
る。
【発明の効果】
【０００７】
　請求項１に係わる発明の整列エレメントは、引き込みゲート部に通された光ファイバを
、第１配線ルートと第２配線ルートとに振り分けて配線でき、しかも、第１配線ルート及
び第２配線ルートの一方に配線されている光ファイバをベース板の作業側部から整列エレ
メントの外側に取り出して（抜き取り）、第１配線ルート及び第２配線ルートの他方に移
設することで、光ファイバの配線ルートの切り換えを容易に行えるようになっている。こ
のため、ベース板には、第１配線ルートで光ファイバが配線される部分と、第２配線ルー
トで光ファイバが配線される部分とが確保されていれば良く、整列エレメントは、非常に
単純な構成で済み、また、小型化も容易に実現できる。低コスト化も容易である。
　また、従来構成の整列エレメントが移動部を具備した構成であるのに比べて、本発明に
係る整列エレメントは移動部が無い構成であるため、ベース板の、第１配線ルートで光フ
ァイバが配線される領域、及び、第２配線ルートで光ファイバが配線される領域を広く確
保することができ、収容心数を増大できる。
　また、この整列エレメントは、第２引き出しゲート部が、前記ベース板の前記第１配線
ルートを介して両側又は片側の側部あるいはベース板の一端部（引き込みゲート部が設け
られている側の端部）に設けられている構成であるため、第１、第２引き出しゲート部か
ら延出される光ファイバを明瞭に区分けでき、輻輳を確実に防止できる。
【０００８】
　請求項４に係わる発明の整列エレメントは、引き込みゲート部に通された光ファイバを
、第１配線ルートと第２配線ルートとに振り分けて配線でき、しかも、作業側部に開口す
る側部開口部を介して、第１配線ルート及び第２配線ルートの一方に配線されている光フ
ァイバのエレメント本体外側への取り出し（抜き取り）、及び、第１配線ルート及び第２
配線ルートの他方への収容を行うことができ、これにより、第１、第２配線ルートの間で
の光ファイバの移設、光ファイバの配線ルートの切り換えを容易に行えるようになってい
る。このため、エレメント本体は、内部に、第１配線ルートで配線される光ファイバを収
容する領域と、第２配線ルートで配線される光ファイバを収容する領域とを確保できる構
成であれば良く、非常に単純な構成で済み、また、小型化も容易に実現できる。したがい
、整列エレメントの小型化、低コスト化を容易に実現できる。
　また、従来構成の整列エレメントが移動部を具備した構成であるのに比べて、この整列
エレメントは移動部が無い構成であるため、エレメント本体内に、第１配線ルートで光フ
ァイバが配線される領域、及び、第２配線ルートで光ファイバが配線される領域を広く確
保することができ、収容心数を増大できる。
　また、この整列エレメントは、第２引き出しゲート部が、エレメント本体の延在方向一
端部（引き込みゲート部が設けられている側の端部）に設けられている構成であるため、
第１、第２引き出しゲート部から延出される光ファイバを明瞭に区分けでき、輻輳を確実
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に防止できる。
【０００９】
　請求項５に係わる発明の整列エレメントは、引き込みゲート部に通された光ファイバを
、本体幹部と第２本体部とに振り分けて配線でき、しかも、作業側部に開口する側部開口
部を介して、本体幹部及び第２本体部の一方に配線されている光ファイバのエレメント本
体外側への取り出し（抜き取り）、及び、本体幹部及び第２本体部の他方への収容を行う
ことができ、これにより、本体幹部と第２本体部との間での光ファイバの移設、光ファイ
バの配線ルートの切り換えを容易に行えるようになっている。このため、エレメント本体
は、本体幹部と第２本体部とを確保できる構成であれば良く、非常に単純な構成で済み、
また、小型化も容易に実現できる。したがい、整列エレメントの小型化、低コスト化を容
易に実現できる。
　また、従来構成の整列エレメントが移動部を具備した構成であるのに比べて、この整列
エレメントは移動部が無い構成であるため、本体幹部及び第２本体部に充分な大きさを確
保することができ、収容心数を増大できる。
　また、この整列エレメントは、第２引き出しゲート部が、本体幹部の側方に延出された
第２本体部に設けられている構成であるため、第１、第２引き出しゲート部から延出され
る光ファイバを明瞭に区分けでき、輻輳を確実に防止できる。
【００１０】
　本発明に係わる整列盤は、本発明に係わる整列エレメントを利用して構成されるもので
あるため、整列エレメントの小型化及び低コスト化により、小型化、低コスト化を実現で
きる。また、整列エレメントの収容心数の増大により高密度化を実現でき、重ね合わせる
整列エレメントの数を減少させることで、小型化も実現できる。小型化により、適用可能
な光配線盤の幅が拡がり、汎用性を確保できる。
　本発明に係わる光配線盤は、本発明に係わる整列盤を搭載したものであるため、低コス
ト化、高密度化、対応心数の増大等を実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明を実施した光配線盤について、図面を参照して説明する。
　図１は、本発明に係る整列エレメント１０を示す全体斜視図、図２は図１の整列エレメ
ントから蓋板を取り外した状態を示す斜視図、図３は図１の整列エレメントに適用される
開閉部材の一例を示す図であって、（ａ）は平面図、（ｂ）は左側面図、（ｃ）は正面図
、図４は前記整列エレメント１０の構造を示す図であって、（ａ）は平面図、（ｂ）は正
面図、（ｃ）は側面図、（ｄ）はエレメント本体１１の作業側部１１ａ付近を示す拡大側
断面図、図５は前記整列エレメント１０の構造を示す図であり、（ａ）は取出治具の収容
位置付近を示す断面図、（ｂ）は図５（ａ）のＣ－Ｃ線断面矢視図である。また、図６は
、図１の整列エレメントのエレメント本体の変形例を示す斜視図、図７は、図６のエレメ
ント本体の開閉部材付近を示す断面図である。また、図８は本発明に係る光配線盤１を示
す全体斜視図、図９は前記光配線盤１を示す図であり（ａ）は正面図、（ｂ）は側面図、
図１０は図９（ｂ）のＡ－Ａ線矢視図、図１１は図９（ａ）のＢ－Ｂ線断面矢視図、図１
２は光配線盤１の成端架２に搭載されるモジュール収容ユニット５を示す斜視図、図１３
はモジュール収容ユニット５を示す図であって（ａ）は平面図、（ｂ）は正面図、図１４
はモジュール収容ユニット５を示す側面図（但し、光コネクタアダプタ４３の構造を実線
で示した）、図１５は保留エレメント３５を示す斜視図である。
【００１２】
　まず、本発明に係る光配線盤１の全体構造について説明する。
　前記光配線盤１は、本発明に係る整列エレメント１０を複数集合させて構成された整列
盤３３Ａ、３３Ｂを具備するものであり、図８、図９（ａ）に示すように、成端架２と、
この成端架２の隣に横並びに設置された配線架３とを有している。前記整列盤３３Ａ、３
３Ｂは、配線架３に搭載されている。
【００１３】
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　成端架２は、枠状のフレーム２１（以下、架本体）と、この架本体２１内に設置された
接続盤ユニット２２とを有している。前記成端架２は、光ファイバケーブル６の端末が引
き込まれるとともに、この光ファイバケーブル６の端末に露出されている光ファイバ６１
（以下、ケーブル側光ファイバとも言う）を、前記接続盤ユニット２２に設けられている
光コネクタ４２によって、配線架３から引き込まれた光ファイバ（後述の成端光ファイバ
７１）に対してコネクタ接続可能に成端する機能を果たすものである。
　前記接続盤ユニット２２の前面側（光配線盤１の前面側。図９（ａ）紙面手前側、図１
１左側）と、背面側（光配線盤１の背面側。図９（ａ）紙面奥側、図１１右側）とには、
ケーブル側光ファイバ６１をコネクタ接続可能に成端するための光コネクタ４２（ここで
は光コネクタアダプタであり、以下、光コネクタ４２を光コネクタアダプタという場合も
ある）が複数設置されている。図示例の光配線盤１において、接続盤ユニット２２の前記
光コネクタ４２は、接続盤ユニット２２に複数収容された光モジュール４の側部に取り付
けられたものである。接続盤ユニット２２及び光モジュール４の構成については、後に詳
述する。
【００１４】
　ここで、「コネクタ接続可能に成端」（以下、コネクタ成端とも言う）という言葉の意
味は、光ファイバの先端に光コネクタを取り付ける行為を指す。光ファイバの先端に取り
付ける光コネクタとしては、光コネクタプラグの他、光コネクタレセプタクル等も含まれ
る。また、本明細書では、光ファイバ先端の光コネクタプラグを光コネクタアダプタ（例
えば、光コネクタアダプタである前述の光コネクタ４２）などといったハウジングに組み
込んで組み立てたユニットも、光ファイバをコネクタ成端する光コネクタと称することと
する。また、本明細書では、すでにコネクタ成端されている光ファイバを、光ファイバの
先端（コネクタ成端されていない先端）に融着接続やメカニカルスプライスを用いた機械
的接続等によって接続することも、結果的に、光ファイバが、コネクタ成端済みの光ファ
イバに取り付けられている光コネクタによって、コネクタ成端されることになるので、コ
ネクタ成端済みの光ファイバに取り付けられた光コネクタを、コネクタ成端されていない
光ファイバの先端をコネクタ成端するための光コネクタとして扱う。
　コネクタ接続可能に成端された光ファイバは、当該光ファイバ先端の光コネクタを別の
光コネクタと接続（前記受け側光コネクタへの光コネクタプラグの挿入）することで、別
の光ファイバの側の光回線との光接続が実現される。また、ここでは、受け側光コネクタ
に対する光コネクタプラグの接続は、着脱可能であるものとする。
【００１５】
　前述のケーブル側光ファイバ６１について説明すれば、前記接続盤ユニット２２の光コ
ネクタ４２は、成端光ファイバ７１の先端に取り付けられた光コネクタ７２（光コネクタ
プラグ）が挿入して接続される光コネクタアダプタあるいは光コネクタレセプタクルとい
った受け側光コネクタ（光コネクタ）である。この受け側光コネクタをケーブル側光ファ
イバ６１の先端に直接取り付けるか、あるいは、この受け光コネクタが一端に取り付けら
れている光ファイバの他端側にケーブル側光ファイバ６１を光接続することで、ケーブル
側光ファイバ６１のコネクタ成端が実現される。成端光ファイバ７１先端に取り付けられ
た光コネクタ７２（光コネクタプラグ）の光コネクタ４２への挿入、接続によって、ケー
ブル側光ファイバ６１と成端光ファイバ７１との光接続が実現される。
【００１６】
　前面側接続盤２３及び背面側接続盤２４は、それぞれ、架本体２１に上下多段に取り付
けた複数のモジュール収容ユニット５によって構成されている。モジュール収容ユニット
５は、外観薄板状に形成された光モジュール４を縦置き横並びの配列状態に複数収容して
いる。このモジュール収容ユニット５の構成については、後に詳述する。図示例の光配線
盤１では、前面側接続盤２３、背面側接続盤２４のいずれも、架本体２１に６段搭載され
たモジュール収容ユニット５によって構成されているが、前面側接続盤２３及び背面側接
続盤２４を構成するモジュール収容ユニット５の数はこれに限定されず、それぞれ変更可
能である。
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　但し、前面側接続盤２３及び背面側接続盤２４は、成端架２の下部に確保したケーブル
収容空間２５よりも上に設けられる。
【００１７】
　図１２、図１３（ａ）、（ｂ）、図１４に示すように、モジュール収容ユニット５は枠
状のモジュール収容部５１を有しており、このモジュール収容部５１内に前記光モジュー
ル４を縦置き横並びの配列状態に複数収容している。
　図１２、図１４に示すように、光モジュール４は、外観薄板状に形成された扁平ケース
状のモジュール本体４１の一端部（前端部。側部の一部）に光コネクタ４２、４３（ここ
ではその形状により光コネクタアダプタあるいは光コネクタレセプタクルであるが、光コ
ネクタレセプタクルの場合も、光コネクタアダプタとも言うことがある）が実装された構
造である。
　前面側接続盤２３においては、光モジュール４は、光コネクタアダプタ４２、４３が、
光配線盤１の前面側（図９（ａ）紙面手前側、図１１左側）となる向きでモジュール収容
ユニット５のモジュール収容部５１内に収容される。一方、背面側接続盤２４においては
、光モジュール４は、光コネクタアダプタ４２、４３が、光配線盤１の背面側（図９（ａ
）紙面奥側、図１１右側）となる向きでモジュール収容ユニット５のモジュール収容部５
１内に収容される。
　なお、図１２中、符号４２ａはキャップであり、光コネクタアダプタ４２に離脱可能に
装着してある。光コネクタアダプタ４２からキャップ４２ａを取り外せば、光コネクタア
ダプタ４２への成端光ファイバ７１先端の光コネクタ７２の挿入及び接続が可能となる。
【００１８】
　前面側接続盤２３は、光配線盤１の前面側からのモジュール収容ユニット５（詳細には
モジュール収容部５１）への光モジュール４の挿入、モジュール収容ユニット５から光配
線盤１の前面側への光モジュール４の引き出しが可能である。背面側接続盤２４は、光配
線盤１の背面側からのモジュール収容ユニット５（詳細にはモジュール収容部５１）への
光モジュール４の挿入、モジュール収容ユニット５から光配線盤１の背面側への光モジュ
ール４の引き出しが可能である。以下、前面側接続盤２３のモジュール収容ユニット５に
対する光モジュール４の出し入れが行われる前面側（光配線盤１の前面側）を、（前面側
接続盤２３についての）作業面側とも言う。また、以下、背面側接続盤２４のモジュール
収容ユニット５に対する光モジュール４の挿入、引き出しが行われる背面側（光配線盤１
の背面側）を、（背面側接続盤２４についての）作業面側とも言う。また、以下、モジュ
ール収容ユニット５が搭載されている接続盤が前面側接続盤２３、背面側接続盤２４のい
ずれであっても、モジュール収容ユニット５から光モジュール４が引き出される側を、モ
ジュール収容ユニット５の作業面側として説明する。
【００１９】
　前面側接続盤２３、背面側接続盤２４のモジュール収容ユニット５への作業面側からの
光モジュール４の挿入は、図１４に示すように、モジュール収容ユニット５（詳細にはモ
ジュール収容部５１）の作業面側から見て奥行き方向最深部に設けられているストッパ部
材５２に、光モジュール４の前記前端部とは反対側の後端部が突き当たったところで、そ
れ以上の押し込みが規制され、挿入限界となる。モジュール収容ユニット５に対する光モ
ジュール４の挿入、引き出しの作業は、作業面側からのみ可能である。
　なお、ストッパ部材５２は、光モジュール４が当接されることでモジュール収容ユニッ
ト５に対する光モジュール４の挿入限界を決める機能を果たすものであれば良く、必ずし
も、光モジュール４の後端部に当接するものである必要は無い。
【００２０】
　図１１、図１４に示すように、前面側接続盤２３のモジュール収容ユニット５と背面側
接続盤２４のモジュール収容ユニット５とは、成端架２の奥行き方向（前後方向。図１１
左右方向）の中央部にて突き合わせるようにして近接配置されている。
　本発明に係る接続盤ユニット２２としては、例えば、前面側接続盤２３のモジュール収
容ユニット５と背面側接続盤２４のモジュール収容ユニット５との間に、光ファイバケー
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ブルの挿通等に利用される空間を確保した構成等も採用することができる。但し、前面側
接続盤２３のモジュール収容ユニット５と背面側接続盤２４のモジュール収容ユニット５
とを突き合わせるように近接配置する構成であれば、接続盤ユニット２２の成端架２の奥
行き方向寸法を出来るだけ小さくできる利点がある。
【００２１】
　成端架２には光ファイバケーブル６が引き込まれる。光ファイバケーブル６は、成端架
２のケーブル収容空間２５に引き込まれ、このケーブル収容空間２５内に設けられている
ケーブル固定具２５ａによって固定される。但し、光ファイバケーブル６の成端架２への
引き込み位置は、必ずしもケーブル収容空間２５である必要は無く、例えば、成端架２の
上にケーブル固定具２５ａを取り付けた固定棚を設けて、この固定棚に引き込む構成等で
あっても良い。
【００２２】
　光ファイバケーブル６の端末に露出された光ファイバ６１（以下、ケーブル側光ファイ
バとも言う）は、前面側接続盤２３あるいは背面側接続盤２４に引き込まれ、光モジュー
ル４の光コネクタアダプタ４２によって、配線架３から成端架２に引き込まれる光ファイ
バ７１（後述）先端の光コネクタ７２に対してコネクタ接続可能に成端される（図１４参
照）。
　図９（ａ）、図１０等に示すように、ケーブル側光ファイバ６１は、ケーブル収容空間
２５から光配線盤１の中央部に確保された余長収容空間３４（後述）を経由して、接続盤
ユニット２２の側部（配線架３側の側部）から目的のモジュール収容ユニット５に引き込
まれる。図示例では、ケーブル側光ファイバ６１として、先端が、光コネクタ６２（光コ
ネクタプラグ）によってコネクタ接続可能に成端されたコネクタ付き光ファイバを例示し
ており、光モジュール４の光コネクタアダプタ４３に押し込むだけで、ケーブル側光ファ
イバ６１と光モジュール４内の光ファイバ４４との光接続が実現されるようになっている
。光モジュール４内の光ファイバ４４は、一端が光コネクタアダプタ４２に接続され、他
端が光コネクタアダプタ４３に接続されており、光コネクタアダプタ４３にて、この光フ
ァイバ４４にケーブル側光ファイバ６１を接続すると、ケーブル側光ファイバ６１が光フ
ァイバ４４を介して光コネクタアダプタ４２によって、成端光ファイバ７１に対してコネ
クタ接続可能に成端されることとなる。
【００２３】
　図１４に示す例を具体的に説明すると、ケーブル側光ファイバ６１として多心光ファイ
バテープ心線を採用しており、ケーブル側光ファイバ６１先端を成端する光コネクタ６２
として、ＭＴ形光コネクタ（ＭＴ:Mechanically Transferable。ＪＩＳ　Ｃ　５９８１に
制定されるＦ１２形光コネクタ）にて用いられる光コネクタフェルール（以下、MT形光コ
ネクタという）を採用している。光モジュール４内に収容されている光ファイバ４４は、
光コネクタ６２と同じ心数の多心用のＭＴ形光コネクタである光コネクタ４４ａによって
先端がコネクタ接続可能に成端された多心光ファイバ部４４ｂと、この多心光ファイバ部
４４ｂの前記光コネクタ４４ａとは反対側の端部である分岐部４４ｃから単心分岐された
複数本の単心光ファイバ部４４ｄと、各単心光ファイバ部４４ｄの先端に取り付けられた
光コネクタ４４ｅ（単心光コネクタプラグ）とを有する分岐接続用の光ファイバである。
【００２４】
　光コネクタ４４ｅは、光モジュール４の内側から光コネクタアダプタ４２に接続されて
いる。モジュール収容ユニット５内の光モジュール４の光コネクタアダプタ４２に作業面
側から成端光ファイバ７１（ここでは、単心光ファイバ）先端の光コネクタ７２を挿入し
て接続すると、光コネクタアダプタ４２内での光コネクタ４４ｅ、７２同士の接続によっ
て、光ファイバ４４の単心光ファイバ部４４ｄと成端光ファイバ７１とが光接続される。
光コネクタアダプタ４２は、ここではＭＵ形光コネクタ（ＭＵ:Miniature-unit Coupling
 optical fiber connector。ＪＩＳ　Ｃ　５９８３に制定されるＦ１４形光コネクタ）で
あり、複数対の光コネクタ４４ｅ、７２同士の接続を実現できる。光ファイバ４４の単心
光ファイバ部４４ｄ先端の光コネクタ４４ｅ、及び、成端光ファイバ７１先端の光コネク
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タ７２は、光コネクタアダプタ４２に接続可能な光コネクタプラグである。
【００２５】
　一方、光ファイバ４４の多心光ファイバ部４４ｂ先端の光コネクタ４４ａは、光コネク
タアダプタ４３に組み込まれており、作業面側からケーブル側光ファイバ６１先端の光コ
ネクタ６２が光コネクタアダプタ４３に押し込まれることで、光コネクタアダプタ４３内
で光コネクタ６２と接続される。光コネクタ４４ａ、４３同士が接続されると、ケーブル
側光ファイバ６１が光ファイバ４４の多心光ファイバ部４４ｂと光接続され、これにより
、ケーブル側光ファイバ６１が光ファイバ４４を介して単心分岐されて、光コネクタアダ
プタ４２によって成端光ファイバ７１に対してコネクタ接続可能に成端される。
【００２６】
　ケーブル側光ファイバ６１先端の光コネクタ６２は、作業面側から光コネクタアダプタ
４３に押し込むだけで、光ファイバ４４の光コネクタ４４ａと接続できる。また、光コネ
クタアダプタ４３にケーブル側光ファイバ６１先端の光コネクタ６２を押し込んだ後、光
コネクタアダプタ４３に設けられている板バネ状のクリップ４３ａを回転操作して光コネ
クタ６２と係合させることで、光コネクタアダプタ４３内への光コネクタ６２の押し込み
状態の維持と、光コネクタ４４ａ、６２間の突き当て力付与とを実現できる。また、クリ
ップ４３ａと光コネクタ６２との係合は、クリップ４３ａの回転操作（光コネクタ６２に
対する係合時とは反対の方向への回転操作）によって簡単に解除することができ、これに
より、光コネクタアダプタ４３からの光コネクタ６２の抜き出し、光コネクタ４４ａとの
接続解除を簡単に実現できる。光コネクタアダプタ４３は、光ファイバケーブル６端末に
露出された光ファイバ６１がコネクタ接続されるケーブル接続用光コネクタとして機能す
る。
【００２７】
　なお、光ファイバ４４、６１、７１の心数、光コネクタアダプタ４２、４３の種類等は
、上述した構成のものに限定されず、適宜、変更可能である。また、光モジュール４に設
けられる光コネクタ４２、４３としては、成端光ファイバ７１あるいはケーブル側光ファ
イバ６１を光モジュール４内の光ファイバと接続する機能を果たすものであれば良く、光
コネクタアダプタに限定されず、例えば、光コネクタレセプタクル等も採用可能である。
光コネクタプラグである光コネクタ４４ａ、４４ｅ、６２、７２としては、光コネクタ４
２あるいは光コネクタ４３の種類に対応して接続可能なものを採用することは言うまでも
無い。　
【００２８】
　図９（ａ）、（ｂ）等に示すように、配線架３には、例えば、所内に設置された伝送装
置（図示略）等と接続されたフロアコードケーブルといった光ファイバケーブル７が、該
配線架３の下部に確保されたケーブル収容空間３１に引き込まれ、ケーブル収容空間３１
内に設けられているケーブル固定具３２によって固定される。光ファイバケーブル７の端
末に露出されている光ファイバ７１は、先端が、光コネクタ７２（光コネクタプラグ）に
よってコネクタ接続可能に成端されている成端光ファイバである（以下、この光ファイバ
を成端光ファイバとも言う）。
　配線架３から成端架２に引き込まれる多数本の成端光ファイバ７１は、配線架３内に設
置されている整列盤３３Ａ、３３Ｂに引き通されて整列されるようになっている。配線架
３には、二つの整列盤３３Ａ、３３Ｂが、配線架３の奥行き方向（図１０上下方向、図１
１左右方向。換言すれば前後方向）に位置をずらして設けられている。整列盤３３Ａ、３
３Ｂは、配線架３に配線される多数本の成端光ファイバ７１を整列させる外観薄板状の整
列エレメント１０（図１参照）を上下多段に積層した構造であり、多数本の成端光ファイ
バ７１を上下多段に整列させて支持する機能を果たす。この整列盤３３Ａ、３３Ｂは、成
端架３の上端から中央部までの範囲に設けられている。成端光ファイバ７１は、成端架２
の接続盤ユニット２２と整列盤３３Ａ、３３Ｂとの間に確保された余長収容空間３４を経
由して接続盤ユニット２２の目的のモジュール収容ユニット５に引き込まれるようになっ
ている。



(13) JP 4184329 B2 2008.11.19

10

20

30

40

50

　なお、整列エレメント１０は、これ単独でも本発明に係る整列盤として機能し得る。
【００２９】
　配線架３に複数の整列盤３３Ａ、３３Ｂを設置した構成であれば、整列盤が一つのみで
ある場合に比べて、整列盤の上下方向寸法を縮小でき（整列盤一つ当たりの整列エレメン
ト１０の積層数を少なくできる）、整列盤の設置位置を配線架３の出来るだけ上側とする
（最下段の整列エレメント１０の位置を出来るだけ上側にする）点で有利である。また、
複数の整列盤３３Ａ、３３Ｂによって成端光ファイバ７１を整列させる構成であれば、成
端光ファイバ７１の導入本数が多い場合でも整列配線が容易であり、しかも、成端光ファ
イバ７１の移設、撤去等の際に、作業対象の成端光ファイバ７１を発見しやすく、作業性
を向上できるといった利点がある。
【００３０】
　なお、整列盤３３Ａ、３３Ｂは、ケーブル収容空間３１の上側に設けられており、整列
盤３３Ａ、３３Ｂの最下段に引き通される成端光ファイバ７１の導入部分の位置（高さ）
は、接続盤ユニット２２の下端と同じか、あるいは、それよりも上側に位置する。
　配線架３に引き込まれる成端光ファイバ７１は、光ファイバケーブル７として引き込ま
れる形態に限定されず、例えば、光ファイバコード等である成端光ファイバ７１を直接配
線架３に引き込むことも可能である。
　図示例の光配線盤１では、成端架２の接続盤ユニット２２の側部が配線架３に近接配置
されているため、前記余長収容空間３４は全体が配線架３内に位置するが、例えば、接続
盤ユニット２２が成端架２における配線架３側の側部よりも成端架２内側に引き込んだ位
置である場合は、余長収容空間３４が成端架２と配線架３とに跨って存在する構成や、成
端架３側のみに存在する構成も採用できる。
【００３１】
　また、図９（ｂ）、図１０に示すように、配線架３には、成端光ファイバ７１の内、光
モジュール４の光コネクタアダプタ４２に接続していない成端光ファイバ７１（以下、保
留光ファイバ７１２と称する場合がある）の端末を保留するための保留エレメント３５が
設けられている。図１５に示すように、前記保留エレメント３５は、成端光ファイバ７１
先端の光コネクタ７２を取り出し可能に収容するケース状の部材であり、図９（ｂ）、図
１０に示すように、前記配線架３の前面側の開閉扉３６の内面側（整列盤３３Ａに対面さ
れる側）と、背面側の開閉扉３７の内面側（整列盤３３Ｂに対面される側）とにそれぞれ
複数設けられている。これら保留エレメント３５は、開閉扉を配線架３の外側に開く（図
１０仮想線参照）ことで露出させることができ、成端光ファイバ７１先端の光コネクタ７
２の収容及び取り出しを行える。
【００３２】
　光配線盤１における整列盤３３Ａ、３３Ｂから保留エレメント３５までの保留光ファイ
バ７１２の配線ルートは、整列盤３３Ａ、３３Ｂから接続盤ユニット２２に引き込まれる
成端光ファイバ７１（現用光ファイバ７１１）の配線ルートとは区分けされている。現用
光ファイバ７１１及び保留光ファイバ７１２は、長手方向の一部が整列エレメント１０に
収容されるようにして整列エレメント１０に挿通して配線された成端光ファイバ７１の整
列エレメント１０から延出された先端側（光コネクタ７２側）の光配線盤１内における配
線ルートによって区分けされている。また、現用光ファイバ７１１及び保留光ファイバ７
１２は、整列エレメント１０の振り分け機能によって、それぞれの配線ルートに対応して
整列エレメント１０から振り分け配線されているが、後述のように、整列エレメント１０
において、成端光ファイバ７１の先端側（光コネクタ７２側）を延出させる第１、第２引
き出しゲート部１３、１４を切り換えることで、現用光ファイバ７１１から保留光ファイ
バ７１２への変更、並びに、保留光ファイバ７１２から現用光ファイバ７１１への変更を
行える。
【００３３】
　次に、本発明に係る整列エレメント１０について説明する。
　図１～図５に示すように、整列エレメント１０は、外観薄板ケース状のエレメント本体
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１１と、このエレメント本体１１の側部に着脱可能に装着された開閉部材１６と、エレメ
ント本体１１のベース部１１１（詳細には後述のベース板１１４）と蓋板１１２との間に
確保された間隙である光ファイバ収容空間１１３内に収容された取出治具１７（後述）と
を具備して構成されている。
【００３４】
　エレメント本体１１は、プレート状のベース部１１１と該ベース部１１１上に装着され
た蓋板１１２とからなるコ字形フレーム１１Ｆと、このコ字形フレーム１１Ｆに取り付け
られた仕切壁１５（後述）とで構成されている。
　エレメント本体１１のベース部１１１は、平板状のベース板１１４と、このベース板１
１４の一側部に立設されたリブ状の側壁部１１５とを有して構成されている。蓋板１１２
は、ベース部１１１の側壁部１１５上に装着することで、ベース板１１４から間隔をおい
てベース板１１４と並行するようにしてベース部１１１に取り付けられ、蓋板１１２とベ
ース板１１４との間に光ファイバ収容空間１１３が確保される。
【００３５】
　コ字形フレーム１１Ｆの内側の空間、すなわちベース板１１４と蓋板１１２との間に確
保されたクリアランス（隙間）は、光ファイバが配線される光ファイバ収容空間１１３と
して機能する。エレメント本体１１の前記側壁部１１５に沿う延在方向の一端部における
前記光ファイバ収容空間１１３の開口部は、該開口部内に設けられた仕切る仕切壁１５に
よって、二つに仕切られている。具体的には、光ファイバ収容空間１１３内に配線される
光ファイバ（成端光ファイバ７１）が通される引き込みゲート部１２と第２引き出しゲー
ト部１４（後述）とに仕切られている。
　引き込みゲート部１２は、光ファイバ収容空間１１３の開口部の内、仕切壁１５と側壁
部１１５との間に開口する部分であり、第２引き出しゲート部１４は仕切壁１５から側壁
部１１５とは反対側に開口する部分である。
　一方、エレメント本体１１の前記側壁部１１５に沿う延在方向他端部側（引き込みゲー
ト部１２、第２引き込みゲート部１４が設けられている一端部とは反対の側）には、光フ
ァイバ収容空間１１３の開口部である第１引き出しゲート部１３が設けられている。
【００３６】
　整列エレメント１０に通される成端光ファイバ７１は、全て引き込みゲート部１２に通
され、この引き込みゲート部１２に収容された部分よりも先端側（光コネクタ７２）側が
、第１引き込みゲート部１３又は第２引き込みゲート部１４に通して、エレメント本体１
１から外側に延出される。
　引き込みゲート部１２は、ベース部１１１のベース板１１４と、蓋板１１２と、仕切壁
１５と、側壁部１１５とによって囲まれる内側に成端光ファイバ７１を収容するようにな
っている。第１引き出しゲート部１３は、ベース部１１１のベース板１１４と、蓋板１１
２と、側壁部１１５とによって囲まれる内側に成端光ファイバ７１を収容するようになっ
ている。第２引き出しゲート部１３は、ベース部１１１のベース板１１４と、蓋板１１２
と、仕切壁１５とによって囲まれる内側に成端光ファイバ７１を収容するようになってい
る。
【００３７】
　前記仕切壁１５は、図示例の整列エレメント１０では、ベース部１１１と蓋板１１２と
の間に介装された状態で、ベース部１１１と蓋板１１２にねじ止め固定してエレメント本
体１１に取り付けたものであるが、本発明に係わる仕切壁としては、これに限定されず、
例えば、ベース部１１１又は蓋板１１２に突設された突起（例えば、ベース部１１１又は
蓋板１１２を、突起状の仕切壁が突設された合成樹脂製の一体成形品とすることや、仕切
壁がベース部１１１及び蓋板１１２の一方のみに固定された部材であること）等であって
も良い。
【００３８】
　エレメント本体１１に開閉部材１６を装着すると、扁平な筒状体である光ファイバ収容
体１０ａが組み立てられる。前記光ファイバ収容空間１１３は、この光ファイバ収容体１
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０ａの内側を貫通する貫通穴である。この光ファイバ収容空間１１３は、整列エレメント
１０を貫通する内部空間全体を指すものである。
　図示例の開閉部材１６は、コ字形フレーム１１Ｆの「コ字」の開口部（後述の側部開口
部１１ｂ）に着脱可能に装着される。
　扁平筒状の光ファイバ収容体１０ａの幅方向（図５における断面長手方向）両側（両端
）の側壁部の内、一方（幅方向一端側）は前記側壁部１１５であり、他方（幅方向他端側
。換言すればベース部１１１のベース板１１４の他側部の側）が着脱可能な開閉部材１６
である。
【００３９】
　なお、光ファイバ収容体自体、エレメント本体自体も、本発明に係る整列エレメントと
して機能する。
　蓋板１１２は、ベース部１１１に対して開閉可能であることが好ましい。
　また、図１等において、符号１８は、この整列エレメント１０を配線架３の架本体３０
（フレーム）に取り付けるための係合片１８である。この係合片１８は、架本体３０の柱
３０ａに対して押し込むだけで係合するラッチ構造になっている。また、この係合片１８
は、該係合片１８の側部から突設されている係合解除レバー１８ａを操作することで、架
本体３０に対する係合を解除できるようになっている。
【００４０】
　整列盤３３Ａ、３３Ｂは、前記整列エレメント１０を上下に複数重ね合わせた構造にな
っている。
　整列エレメント１０は、成端光ファイバ７１の長手方向の一部をエレメント本体１１内
に収容するようになっており、成端光ファイバ７１のエレメント本体１１から延出された
先端側（光コネクタ７２側）を、光配線盤１内での配線ルートの違い（整列盤から余長収
容空間３４を経由して成端架２へ現用光ファイバ７１１を引き込む配線ルートと、整列盤
から保留エレメント３５に保留光ファイバ７１２を引き込む配線ルート）に対応させて振
り分ける機能と、成端光ファイバ７１の配線ルートの切り換えに対応して、成端光ファイ
バ７１のエレメント本体１１からの引き出し方向（延出方向）を切り換えるための機能と
を具備している。
【００４１】
　この整列エレメント１０のエレメント本体１１内には、成端光ファイバ７１（ここでは
現用光ファイバ７１１）が、引き込みゲート部１２と第１引き出しゲート部１３とに通し
て、側壁部１１５に沿わせるようにしてエレメント本体１１内に引き通し配線される領域
である第１配線収容部１０ｃ（第１配線ルート）と、成端光ファイバ７１（ここでは保留
光ファイバ７１２）が、引き込みゲート部１２と第２引き出しゲート部１４とに通して、
光ファイバ収容空間１１３内にＵ字状に湾曲配線される領域である第２配線収容部１０ｄ
（第２配線ルート）とが確保されている。
　第１配線収容部１０ｃは、引き込みゲート部１２から側壁部１１５に沿って第１引き出
しゲート部１３まで延在している。
　第２配線収容部１０ｄは、引き込みゲート部１２付近で、第１配線収容部１０ｃから、
エレメント本体１１における第１配線収容部１０ｃを介して両側の側部の内の片方の側（
後述の作業側部１１ａ）へ分岐され、Ｕ字形に湾曲して第２引き出しゲート部１４に到達
しており、第１配線収容部１０ｃと区分けされている。
【００４２】
　図１０に示すように、前記整列エレメント１０は、配線架３において、第１引き出しゲ
ート部１３が余長収容空間３４側、第２引き出しゲート部１４及び引き込みゲート部１２
が反対側となる向きで配置される。
　また、前面側の整列盤３３Ａの整列エレメント１０は開閉部材１６が配線架２の前面側
、前面側の整列盤３３Ｂの整列エレメント１０は開閉部材１６が配線架２の背面側となる
向きで配線架２に設けられる。
　前面側の整列盤３３Ａの整列エレメント１０では、引き込みゲート部１２が第２引き出
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しゲート部１４よりも配線架３奥行き方向（前後方向）で背面側にずれた所に位置し、背
面側の整列盤３３Ｂの整列エレメント１０では、引き込みゲート部１２が第２引き出しゲ
ート部１４よりも配線架３奥行き方向（前後方向）で前面側にずれた所に位置している。
【００４３】
　なお、整列エレメント１０及び光ファイバ収容体１０ａ及びエレメント本体１１につい
て、光ファイバ収容空間１１３の軸方向に沿った方向（すなわち、側壁部１１５に沿った
方向）を延在方向、これに垂直の方向、すなわち、第１配線収容部１０ｃを横切る断面の
長手方向（図５左右方向）を幅方向と称することとする。また、ここでは、整列エレメン
ト１０の厚み方向、すなわち、図１上下方向、図４（ｂ）上下方向、図４（ｃ）左右方向
、図５（ａ）、（ｂ）上下方向を上下方向（ベース部１１１が下側、蓋板１１２が上側）
と称することとする。
【００４４】
　整列盤３３Ａ、３３Ｂから前記接続盤ユニット２２に引き込まれて光モジュール４の光
コネクタアダプタ４２に接続される成端光ファイバ７１（現用回線の成端光ファイバ。以
下、現用光ファイバ７１１とも称する）は、第１引き出しゲート部１３と引き込みゲート
部１２とを通るようにして整列エレメント１０に引き通される。現用光ファイバ７１１の
内、整列エレメント１０内に収容された部分から先端側（光コネクタ７２側）は、整列エ
レメント１０の第１引き出しゲート部１３から整列エレメント１０の外側に延出され、基
端側（光ファイバケーブル７側）は引き込みゲート部１２から整列エレメント１０の外側
に延出される。
　一方、保留光ファイバ７１２は、整列エレメント１０内に収容された部分から基端側（
光ファイバケーブル７側）が引き込みゲート部１２から整列エレメント１０の外側に延出
されることは現用光ファイバ７１１と同じであるが、先端側（光コネクタ７２側）は整列
エレメント１０の第２引き出しゲート部１４から整列エレメント１０の外側に延出され、
配線架３内での引き回しによって保留エレメント３５まで配線される。
【００４５】
　前記エレメント本体１１の幅方向（図５における断面長手方向）の一端部（一側部）は
、前記ベース部１１１の側壁部１１５によって光ファイバ収容空間１１３が閉塞されてお
り、光ファイバ収容空間１１３から整列エレメント１０の外側への成端光ファイバ７１の
離脱が規制されている。一方、エレメント本体１１の幅方向他端部（他側部。作業側部１
１ａ）の側は、光ファイバ収容空間１１３の開口部（以下、側部開口部１１ｂ）となって
いる。側部開口部１１ｂは、作業側部１１ａに沿って、エレメント本体１１の延在方向全
長にわたって形成されており、作業側部１１ａの延在方向両端（エレメント本体１１の延
在方向の両端）では、第１引き出しゲート部１３及び第２引き出しゲート部１４と連通さ
れている。この側部開口部１１ｂは、第１引き出しゲート部１３の内外に成端光ファイバ
７１を移動するための光ファイバ移動口１３１と、第２引き出しゲート部１４の内外に成
端光ファイバ７１を移動するための光ファイバ移動口１４１と、前記第１配線収容部１０
ｃの内外に成端光ファイバ７１を移動するための光ファイバ移動口と、前記第２配線収容
部１０ｄの内外に光ファイバを移動するための光ファイバ移動口とを兼ねる。
【００４６】
　前記開閉部材１６は、側部開口部１１ｂを塞ぐようにしてエレメント本体１１の作業側
部１１ａに着脱可能に装着される。
　図１中、２点鎖線で示すように、エレメント本体１１から開閉部材１６を取り外すと、
側部開口部１１ｂ全体が開口されて、第１、第２配線収容部１０ｃ、１０ｄから整列エレ
メント１０の外側への成端光ファイバ７１の取り出し（抜き取り）、及び、整列エレメン
ト１０の外側から第１、第２配線収容部１０ｃ、１０ｄへの成端光ファイバ７１の収容を
、側部開口部１１ｂを介して行えるようになる。このため、第１配線収容部１０ｃと第２
配線収容部１０ｄとの間での成端光ファイバ７１の移設も可能となる。すなわち、エレメ
ント本体１１の側部開口部１１ｂ経由の成端光ファイバ７１の移動によって、保留光ファ
イバ７１２の現用光ファイバ７１１への変更、現用光ファイバ７１１の保留光ファイバ７
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１２への変更を自在に行える。
【００４７】
　一方、開閉部材１６をエレメント本体１１に取り付けた状態では、エレメント本体１１
の内部を貫通するようにして引き通し配線されている成端光ファイバ７１（現用光ファイ
バ７１１）や、第２配線収容部１０ｄに収容されている成端光ファイバ７１（保留光ファ
イバ７１２）が、エレメント本体１１の側部開口部１１ｂから整列エレメント１０外側に
飛び出たり、不用意に引き出されるといった不都合が、開閉部材１６によって防止される
。また、開閉部材１６が、第１引き出しゲート部１３と第２引き出しゲート部１４との間
を仕切る仕切部材としての機能を果たすため、エレメント本体１１内における現用光ファ
イバ７１１の配線ルートと保留光ファイバ７１２の配線ルートとが開閉部材１６によって
厳密に仕切られて、現用光ファイバ７１１及び保留光ファイバ７１２のエレメント本体１
１内における輻輳を防止できる。
　なお、図示例の整列エレメント１０では、開閉部材１６は、エレメント本体１１に装着
することで、エレメント本体１１の側部開口部１１ｂの内、第２引き出しゲート部１４の
光ファイバ移動口１４１から、整列エレメント１０の延在方向における中央部までの範囲
を塞ぐように設けられるが、これに限定されず、例えば、エレメント本体１１の側部開口
部１１ｂ全体を塞ぐように設けられる構成や、側部開口部１１ｂの内、光ファイバ移動口
１３１、１２１の間に位置する部分のみを塞ぐ構成等であっても良い。
【００４８】
　開閉部材１６及び該開閉部材１６のエレメント本体１１に対する取付構造の一例を具体
的に説明する。
　図３、図４（ｄ）に示すように、前記開閉部材１６は、ベース部６１と蓋板１１２との
間に挿入される棒状の挿入片１６１と、この挿入片１６１の長手方向の片端から前記挿入
片１６１を延長するようにして突設された断面コ字形の外側配置片１６２とを具備してい
る。外側配置片１６２は、内側に、エレメント本体１１の作業側部１１ａを収容できる。
　この開閉部材１６は、挿入片１６１をベース部６１と蓋板１１２との間に挿入し、外側
配置片１６２の内側に作業側部１１ａを収容した状態で、エレメント本体１１に取り付け
られる。エレメント本体１１に取り付けた開閉部材１６は、挿入片１６１の両側（図４（
ｄ）の左右両側）に突設されたスライド突起１６３が、ベース部６１及び蓋板１１２の互
いに対面する内面側に作業側部１１ａに沿って延在するようにして形成されているガイド
溝１１７に挿入されるため、このスライド突起１６３がガイド溝１１７にガイドされつつ
、エレメント本体１１の作業側部１１ａに沿ってスライド移動できる。
【００４９】
　開閉部材１６は、ガイド溝１１７に沿ったスライド移動によって、エレメント本体１１
の延在方向一端部（ここでは、第２引き出しゲート部１４）から抜き出すようにして、エ
レメント本体１１から離脱できる。エレメント本体１１のガイド溝１１７は、延在方向の
一端部が第２引き出しゲート部１４に開口しているため、ガイド溝１１７からのスライド
突起１６３の離脱も円滑に行える。
　開閉部材１６は、逆に、エレメント本体１１の延在方向一端部、つまり、第２引き出し
ゲート部１４の側からベース部６１と蓋板１１２との間に挿入片１６１を挿入し、スライ
ド突起１６３をガイド溝１１７に挿入することで、エレメント本体１１に装着できる。
　すなわち、この整列エレメント１０では、エレメント本体１１に対する開閉部材１６の
着脱作業を第２引き出しゲート部１４側から行える。なお、外側配置片１６２の側部には
ツマミ１６４が突設されていて、作業側部１１ａに沿って開閉部材１６のスライド移動さ
せる操作を容易に行えるようになっている。
【００５０】
　なお、ガイド溝１１７は、エレメント本体１１の作業側部１１ａの第２引き出しゲート
部１４側の端部から、第１引き出しゲート部１３付近にてエレメント本体１１のベース部
６１及び蓋板１１２を作業側部１１ａからエレメント本体１１の幅方向に沿って切り欠い
た凹形の凹形切込部１１８付近まで延在するように形成されており、凹形切込部１１８か
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ら第１引き出しゲート部１３側には形成されていない。作業側部１１ａに沿ってスライド
移動される開閉部材１６は、凹形切込部１１８付近にてエレメント本体１１内に突設され
たストッパ壁１１６（図５（ｂ）参照）に当接されることで、第１引き出しゲート部１３
側へのそれ以上の移動が規制される。
【００５１】
　図示例の整列エレメント１０では、第１引き出しゲート部１３の光ファイバ移動口１３
１のベース部６１及び蓋板１１２にガイド溝１１７が形成されていないため、第１引き出
しゲート部１３の光ファイバ移動口１３１側からエレメント本体１１に対する開閉部材１
６の着脱作業は行えないが、本発明においては、第２引き出しゲート部１４側から着脱作
業を行える構成に限定されず、例えば、第１引き出しゲート部１３の光ファイバ移動口１
３１のベース部６１及び蓋板１１２にガイド溝１１７を形成して、第１引き出しゲート部
１３側から、エレメント本体１１に対する開閉部材１６の着脱作業を行えるようにするこ
とも可能である。
　また、図示例の整列エレメント１０では、エレメント本体１１に形成したガイド溝１１
７によって開閉部材１６をガイドする構成を例示したが、これに限定されず、エレメント
本体１１の作業側部１１ａに沿って形成したガイド突条によって、開閉部材１６を作業側
部１１ａに沿ってスライド移動自在にガイドする構成等も採用可能である。
　また、エレメント本体１１に対して開閉部材１６を着脱可能に装着するための取付構造
としては、前述のような、ガイド溝１１７あるいはガイド突条を利用したスライド移動に
よるものに限定されず、例えば、係合爪を利用したものや、エレメント本体１１と開閉部
材１６とに離脱可能に刺し通すピンを利用した閂状の係止構造等も採用可能である。係合
爪を利用した取付構造としては、例えば、開閉部材１６をエレメント本体１１の側方から
側部開口部１１ｂに押し込むことで、開閉部材１６あるいはエレメント本体１１に突設さ
れた係合爪によって開閉部材１６がエレメント本体１１に係止され、強制的な引き抜き操
作、あるいは、係止解除片の操作によって、係止が解除されて、エレメント本体１１から
開閉部材１６を離脱できる構造などを採用できる。
【００５２】
　次に、取出治具１７について説明する。
　取出治具１７は、エレメント本体１１の内に配線されている成端光ファイバ７１の内、
引き出しゲート部１１に通されている現用光ファイバ７１１を作業側部１１ａからエレメ
ント本体１１の外側（図４（ａ）においては、図中、作業側部１１ａの下側。作業側部１
１ａの外側を指す。図１０においては、図中、前面側の整列盤３３Ａの下側、背面側の整
列盤３３Ｂの上側。以下、作業面側とも言う。）に取り出す作業等に用いることができる
。この取出治具１７は、エレメント本体１１の幅方向に沿って移動自在としてエレメント
本体１１内に収容されており、エレメント本体１１の幅方向に沿った移動によって、エレ
メント本体１１の側部開口部１１ｂから引き出し可能であり、また、エレメント本体１１
の側部開口部１１ｂから引き出した状態からエレメント本体１１に押し込むことも可能で
ある。
【００５３】
　図１～図５に示すように、この取出治具１７は、ベース部１１１上に設置される平板部
１７１ａと該平板部１７１ａ上に突設された光ファイバ移動片１７１ｂとを具備してなる
治具本体１７１上に、脱落防止部材１７３（後述）等を設けたものである。
　光ファイバ移動片１７１ｂは、平板部１７１ａの一端部（取出治具１７をエレメント本
体１１に収容したときに、エレメント本体１１の側壁部１１５に対面される端部）上に突
設されている。また、脱落防止部材１７３は、平板部１７１ａの前記一端部とは反対の側
である他端部に取り付けられている。
　前記取出治具１７は、平板部１７１ａの一端部（前記光ファイバ移動片１７１ｂが突設
されている端部）がエレメント本体１１の幅方向一端側（側壁部１１５の側）、平板部１
７１ａの他端部がエレメント本体１１の幅方向他端側（作業側部１１ａの側）となる向き
でエレメント本体１１内に収容される。
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【００５４】
　なお、取出治具１７の治具本体１７１については、以下、エレメント本体１１の幅方向
に沿った方向を「延在方向」として説明することとする。
　治具本体１７１は、単独で、本発明に係る取出治具として機能し得るものであり、本発
明に係る取出治具としては、治具本体１７１のみによって構成されているものも採用可能
である。
　また、図５（ａ）等では、平板部１７１ａと光ファイバ移動片１７１ｂとが一枚の金属
板によって形成された一部品になっている構成の治具本体１７１を例示しているが、本発
明では、これに限定されず、平板部１７１ａに、これとは別部材の光ファイバ移動片１７
１ｂを固定した構成も採用可能である。
【００５５】
　この取出治具１７のエレメント本体１１における収容位置は、第１引き出しゲート部１
３内、第２引き出しゲート部１４内、あるいは、第１引き出しゲート部１３と第２引き出
しゲート部１４との間のいずれであっても良いが、図示例の整列エレメント１０では、第
１引き出しゲート部１３と第２引き出しゲート部１４との間であり、第１引き出しゲート
部１３に対して、エレメント本体１１の延在方向一端側、つまり、第２引き出しゲート部
１４及び引き込みゲート部１２の側に僅かにずれた第１引き出しゲート部１３近傍として
いる。また、この取出治具１７の収容位置は、ベース部１１１及び蓋板１１２に形成され
た凹形切込部１１８の形成位置と重なっている。
　なお、図示例の取出治具１７の治具本体１７１の平板部１７１ａは、延在方向に沿って
細長い形状に形成されているが（すなわち、延在方向が平板部１７１ａの長手方向）、こ
れに限定されず、例えば、エレメント本体１１の延在方向に沿った方向（幅方向）の寸法
が延在方向寸法よりも大きいもの等であっても良い。
【００５６】
　引き込みゲート部１２と第１引き出しゲート部１３とに通して整列エレメント１０の光
ファイバ収容空間１１３に引き通し配線された成端光ファイバ７１（現用光ファイバ１７
２）は、エレメント本体１１内に収容された取出治具１７の光ファイバ移動片１７１ｂと
脱落防止部材１７３との間に通される。したがい、エレメント本体１１内に収容されてい
る取出治具１７をエレメント本体１１の作業面側に引き出すことで、第１引き出しゲート
部１３に通されている成端光ファイバ７１をエレメント本体１１の作業側部１１ａから引
き出すことができる。つまり、取出治具１７をエレメント本体１１の作業面側に引き出す
と、現用光ファイバ１７２が取出治具１７の光ファイバ移動片１７１ｂによって押し動か
されながら取出治具１７の移動に追従するようにして移動されるため、作業面側に引き出
すことができる。また、成端光ファイバ７１は、エレメント本体１１の作業面側に引き出
した取出治具１７上に載ったままの状態で、エレメント本体１１の外側に取り出されるた
め、不用意に落下させて傷める、といった不都合を生じにくい。このとき、光ファイバ移
動片１７１ｂ及び脱落防止部材１７３は、取出治具１７からの成端光ファイバ７１の脱落
を防止する機能を果たす。治具本体１７１は、成端光ファイバ７１が載せられる載せ台と
して機能する。
　一方、成端光ファイバ７１を、取出治具１７の光ファイバ移動片１７１ｂと脱落防止部
材１７３との間に通して治具本体１７１上に載せた状態で、取出治具１７を作業面側から
光ファイバ収容空間１１３へ押し込んで行くと、脱落防止部材１７３によって成端光ファ
イバ７１を押圧しつつ光ファイバ収容空間１１３内に移動していくことができ、光ファイ
バ収容空間１１３内に成端光ファイバ７１を収容する作業を簡単に行うことができる。
　なお、脱落防止部材１７３は、省略することも可能である。
【００５７】
　図示例の取出治具１７の光ファイバ移動片１７１ｂは、治具本体１７１の延在方向一端
部にて平板部１７１ａ上に立ち上げられた立上部１７１ｄと、この立上部１７１ｄの平板
部１７１ａからの突出先端から治具本体１７１の延在方向他端側に向けて平板部１７１ａ
と平行に延出する押さえ板部１７１ｅとを有する鉤状になっている。取出治具１７をエレ
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メント本体１１の作業側部１１ａからエレメント本体１１の外に引き出すと、第１引き出
しゲート１１に通されている成端光ファイバ７１が、平板部１７１ａと光ファイバ移動片
１７１ｂとによって囲まれる内側の領域に収容された状態で、エレメント本体１１の作業
側部１１ａに引き出されてくる。この光ファイバ移動片１７１ｂは、エレメント本体１１
の作業面側に引き出された取出治具１７上から成端光ファイバ７１が不用意に脱落してし
まうといった不都合を防止する機能を果たす。
【００５８】
　治具本体１７１（具体的には平板部１７１ａ）の延在方向他端部は、取出治具１７をエ
レメント本体１１の幅方向に移動させるための操作ハンドルとして機能させることができ
る。
　図示例の整列エレメント１０では、治具本体１７１（具体的には平板部１７１ａ）の延
在方向他端部と、脱落防止部材１７３に取り付けた補助板１７４とを、前記操作ハンドル
１７８として機能させている。
　脱落防止部材１７３は、治具本体１７１の平板部１７１ａの延在方向他端部の先端より
も、治具本体１７１の延在方向一端部側（つまり、光ファイバ移動片１７１ｂの側）にず
れた位置に固定されている。したがい、治具本体１７１は、脱落防止部材１７３を介して
光ファイバ移動片１７１ｂとは反対の側に突出する突出部１７１ｃ（長手方向他端部の先
端）を有している。
　補助板１７４は、脱落防止部材１７３に、治具本体１７１とは反対側となる位置で固定
され、治具本体１７１の平板部１７１ａと平行に設けられている。具体的には、ブロック
状の脱落防止部材１７３と、この脱落防止部材１７３の両側に配置された補助板１７４及
び治具本体１７１とを、治具本体１７１、脱落防止部材１７３、補助板１７４に刺し通し
たねじ１７５によって一括固定しているが、脱落防止部材１７３及び補助板１７４を治具
本体１７１に固定する手法としては、これに限定されず、例えば、接着剤を用いた接着固
定や、嵌合等の機械的固定等、様々なものを採用できる。補助板１７４は、脱落防止部材
１７３から光ファイバ移動片１７１ｂとは反対の方向に、平板部１７１ａに平行に延出す
る突出部１７４ａを有している。なお、補助板１７４は、脱落防止部材１７３から平板部
１７１ａの延在方向一端部側には突出していない。
【００５９】
　取出治具１７のエレメント本体１１の幅方向に沿った方向の寸法（換言すれば、図示例
の整列エレメント１０では治具本体１７１の延在方向寸法と一致）は、エレメント本体１
１の幅方向寸法からベース部１１１の側壁部１１５の厚みを除いた寸法とほぼ一致されて
いる。エレメント本体１１に収容した取出治具１７の治具本体１７１の延在方向一端部を
エレメント本体１１の側壁部１１５に突き当てると、前記突出部１７１ｃ、１７４ａの脱
落防止部材１７３からの突出先端がエレメント本体１１の作業側部１１ａに配置されて、
突出部１７１ｃ、１７４ａを、作業者が手指で把持して取出治具１７をエレメント本体１
１の幅方向に沿って移動操作するための操作ハンドル１７８として機能させることができ
る。
【００６０】
　図５（ａ）、（ｂ）に示すように、治具本体１７１の平板部１７１ａ及び前記補助板１
７４は、エレメント本体１１のベース部１１１（詳細にはベース板１１４）及び蓋板１１
２の互いに対面する内面側に、エレメント本体１１の幅方向に沿って延在形成された治具
ガイド溝１１９ａ、１１９ｂに収容されている。取出治具１７のエレメント本体１１の幅
方向に沿った移動は、平板部１７１ａ及び前記補助板１７４と治具ガイド溝１１９ａ、１
１９ｂの内面との摺動によって、エレメント本体１１にガイドされつつ円滑になされる。
【００６１】
　具体的には、治具本体１７１の平板部１７１ａは、ベース部１１１のベース板１１４に
形成された治具ガイド溝１１９ａに収容され、補助板１７４は、蓋板１１２に形成された
治具ガイド溝１１９ｂに収容されている。治具ガイド溝１１９ａ、１１９ｂは光ファイバ
収容体１０ａの光ファイバ収容空間１１３を介して丁度対面する位置に形成されている。
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エレメント本体１１のベース部１１１のベース板１１４及び前記蓋板１１２にそれぞれ形
成されている凹形切込部１１８は、治具ガイド溝１１９ａ、１１９ｂの溝幅方向（エレメ
ント本体の延在方向に一致）の中央部に位置しており、前記治具ガイド溝１１９ａ、１１
９ｂの溝幅方向の両端は、凹形切込部１１８から両側に張り出している。
　ここで、エレメント本体１１のベース部１１１と蓋板１１２とが、取出治具１７をガイ
ドするガイド部材として機能するが、ベース部１１１及び蓋板１１２の一方のみがガイド
部材としての機能を果たすようになっていても良い。また、ガイド部材としては、別途、
光ファイバ収容空間１１３内に設けた部材であっても良い。また、平板部１７１ａ及び前
記補助板１７４は、ガイド部材に摺動する摺動部材として機能するが、摺動部材としては
、平板部１７１ａ及び前記補助板１７４に限定されず、例えば、補助板１７４を省略して
脱落防止部材１７３自体を摺動部材として機能させたり、あるいは、治具本体１７１に別
途取り付けた部材を摺動部材として機能させることも可能である。
【００６２】
　エレメント本体１１に装着した開閉部材１６は、エレメント本体１１の作業側部１１ａ
に沿ったスライド移動によって、外側配置片１６２を、エレメント本体１１の凹形切込部
１１８の作業面側（エレメント本体１１の作業面側）に配置することができる。これによ
り、開閉部材１６を、エレメント本体１１の光ファイバ収容空間１１３内に収容しておい
た取出治具１７がエレメント本体１１の作業面側に不用意に引き出されたり飛び出したり
することを防止するストッパとして機能させることができ、エレメント本体１１内に取出
治具１７が収容された状態を安定に維持できる。
【００６３】
　具体的には、治具本体１７１の延在方向一端部をベース部１１１の側壁部１１５に突き
当てて、取出治具１７をエレメント本体１１内に収容すれば、治具本体１７１及び補助板
１７４の突出部１７１ｃ、１７４ａの先端の位置が、エレメント本体１１のベース部１１
１及び蓋板１１２の作業側部１１ａ側の端部に揃えられ、開閉部材１６のエレメント本体
１１の作業側部１１ａに沿ったスライド移動によって、開閉部材１６の断面コ字形の外側
配置片１６２を、治具本体１７１及び補助板１７４の突出部１７１ｃ、１７４ａの先端を
作業面側から覆う位置に配置できる。断面コ字形の外側配置片１６２は、エレメント本体
１１の作業側部１１ａに作業面側から被せるようにして装着され、この装着状態を保った
まま、開閉部材１６のエレメント本体１１の作業側部１１ａに沿ったスライド移動によっ
て、作業側部１１ａに沿ってスライド移動するようになっている。そして、外側配置片１
６２が凹形切込部１１８に移動されると、外側配置片１６２の内側に、治具本体１７１及
び補助板１７４の突出部１７１ｃ、１７４ａの先端が収容され、外側配置片１６２が、エ
レメント本体１１の作業面側への取出治具１７の突出を規制するストッパとして機能する
ようになる。
　なお、開閉部材１６は、スライド突起１６３が、ベース部１１１及び蓋板１１２のガイ
ド溝１１７の端部に設けられたストッパ壁１１６（図５（ｄ）参照）に当接すると、外側
配置片１６２が凹形切込部１１８の作業面側の開口部を覆う位置に配置されるようになっ
ている。
【００６４】
　また、開閉部材１６のエレメント本体１１の作業側部１１ａに沿ったスライド移動によ
って、前記外側配置片１６２を凹形切込部１１８の作業面側の開口部を覆う位置に移動し
ていくと、前記外側配置片１６２の内面側（具体的には、断面コ字形の外側配置片１６２
の両側壁１６２ａの互いに対面する内面側）に形成されている突条収容溝１６５（図４（
ｄ）参照）に、治具本体１７１及び補助板１７４の突出部１７１ｃ、１７４ａの先端に突
設されているガイド突条１７６が収容され、外側配置片１６２が取出治具１７の操作ハン
ドル１７８に嵌合する。図４（ｄ）、図５（ａ）、（ｂ）に示すように、取出治具１７の
平板部１７１ａ及び補助板１７４に突設されたガイド突条１７６は、丁度、エレメント本
体１１の凹形切込部１１８に露出するところに位置しており、平板部１７１ａ及び補助板
１７４から凹形切込部１１８を介してエレメント本体１１の両側（上下両側）に突出され
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ている。従い、開閉部材１６のエレメント本体１１の作業側部１１ａに沿ったスライド移
動によって、前記外側配置片１６２を凹形切込部１１８の作業面側の開口部を覆う位置に
移動していくと、エレメント本体１１の作業側部１１ａに内面を摺動させつつ移動する外
側配置片１６２の突条収容溝１６５内に取出治具１７のガイド突条１７６が収容される。
　これにより、エレメント本体１１の側部開口部１１ｂ内に挿入片１６１が保持された着
脱仕切片１６によって、取出治具１７がガタ付かないように安定に保持される。取出治具
１７の安定保持は、整列エレメント１０内の成端光ファイバ７１が活線状態にあるときに
、この成端光ファイバ７１による光通信に振動による悪影響を与えないようにする点で有
利である。
【００６５】
　図示例の取出治具１７では、平板部１７１ａ及び補助板１７４の突出部１７１ｃ、１７
４ａの外面側に、前記ガイド突条１７６が突設されている突条付きプレート１７７を被着
して、平板部１７１ａ及び補助板１７４にガイド突条１７６を設けた構成になっているが
、これに限定されず、例えば、平板部１７１ａ及び補助板１７４に直接、接着剤による接
着や、溶接等によってガイド突条１７６となる条体を固定した構成や、平板部１７１ａ及
び補助板１７４の一部曲げ加工等によってガイド突条１７６を設けた構成等も採用可能で
ある。
　取出治具１７の平板部１７１ａ及び補助板１７４に被着された突条付きプレート１７７
は、取出治具１７をエレメント本体１１内に収容したときに、丁度、凹形切込部１１８内
に配置されるようになっており、エレメント本体１１の幅方向への取出治具１７の移動の
障害にはならない。
【００６６】
　開閉部材１６の外側配置片５２の形状は、エレメント本体１１の作業面側への取出治具
１７の突出を規制するストッパ機能を満たす点では、必ずしも、コ字形である必要は無く
、取出治具１７の操作ハンドル１７８の形状に応じて、ストッパ機能を満たす形状であれ
ば良く、各種形状を採用できる。
　また、取出治具１７の安定保持の機能を満たすための開閉部材１６の構造としては、必
ずしも、上述した構造に限定されず、例えば、係合爪によって、取出治具１７に対して係
脱可能に係合される構造等、各種構造を採用できる。
【００６７】
　また、第１配線収容部１０ｃ（及び第１引き出しゲート部１３）と第２配線収容部１０
ｄ（及び第２引き出しゲート部１４）との間での成端光ファイバ７１の移動を行うために
、凹形切込部１１８の作業面側に配置されていた開閉部材１６を、エレメント本体１１の
作業側部１１ａに沿ったスライド移動によってエレメント本体１１から離脱させてしまえ
ば、エレメント本体１１からの取出治具１７の引き出しが可能となる。開閉部材１６をエ
レメント本体１１から離脱させれば、側部開口部１１ｂ全体が開放されるため、エレメン
ト本体１１の光ファイバ収容空間１１３内からエレメント本体１１の作業面側への、成端
光ファイバ７１の取り出し（抜き取り）が可能となることは言うまでも無い。
【００６８】
　図１０に示すように、配線架３の前面側の整列盤３３Ａに搭載される整列エレメント１
０は、作業側部１１ａが配線架３の前面側に臨むように向きを揃えて設けられ、配線架３
の背面側の整列盤３３Ｂに搭載される整列エレメント１０は、作業側部１１ａが配線架３
の背面側に臨む側となるように向きを揃えて設けられる。配線架３の開閉扉３６（または
開閉扉３７）を開放すれば、各整列盤３３Ａ、３３Ｂの整列エレメント１０の作業側部１
１ａを露出させることができ、エレメント本体１１に対する開閉部材１６の着脱操作や、
取出治具１７の引き出し、再収容等の作業を行える。これにより、現用光ファイバ７１１
から保留光ファイバ７１２への変更、保留光ファイバ７１２から現用光ファイバ７１１へ
の変更を行える。
【００６９】
　前面側の整列盤３３Ａから延出された保留光ファイバ７１２は、配線架３の奥行き方向
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において整列盤３３Ａよりも前面側に設けられた保留エレメント３５まで配線され、背面
側の整列盤３３Ｂから延出された保留光ファイバ７１２は、配線架３の奥行き方向（前後
方向）において整列盤３３Ｂよりも背面側に設けられた保留エレメント３５まで配線され
るようになっており、配線ルートを区別したことにより、前面側の整列盤３３Ａから延出
された保留光ファイバ７１２と、背面側の整列盤３３Ｂから延出された保留光ファイバ７
１２との輻輳が回避できるようになっている。このため、保留光ファイバ７１２の本数が
多い場合でも、現用光ファイバ７１１へ変更する保留光ファイバ７１２の発見、取り出し
（抜き取り）、配線ルートの変更等が容易になるといった利点がある。
【００７０】
　すなわち、成端光ファイバ７１は、整列盤３３Ａ、３３Ｂから接続盤ユニット２２に引
き込まれる配線ルートと、整列盤３３Ａ、３３Ｂから前記保留エレメント３５に引き込ま
れる配線ルートとにそれぞれ対応して、整列エレメント１０の第１、第２引き出しゲート
部１１、１２の内の一方を選択して、選択したゲート部から先端側（光コネクタ７２側）
が延出されるようにして、整列エレメント１０に引き通し配線する。これにより、現用光
ファイバ７１１と保留光ファイバ７１２とが、別々の配線ルートに明瞭に区分けして配線
されることとなり、現用光ファイバ７１１と保留光ファイバ７１２との輻輳を確実に防止
できる。
【００７１】
　上述したように、本発明に係わる整列エレメント（整列エレメント１０、光ファイバ収
容体１０ａ、エレメント本体１１）は、側部開口部１１ｂを介して、第１引き出しゲート
部１３と第２引き出しゲート部１４との間、第１配線収容部１０ｃと第２配線収容部１０
ｄとの間での成端光ファイバ７１の移動が可能な構造になっている。すなわち、本発明に
係わる整列エレメントは、第１、第２引き出しゲート部１１、１２が設けられているエレ
メント本体１１自体が、エレメント本体１１に通した成端光ファイバ７１の先端側の配線
ルート（引き出し方向）に応じて成端光ファイバ７１を引き留める引き留め部として機能
するものであり、非常に単純な構造でありながら、異なる複数の配線ルート（換言すれば
、エレメント本体１１からの引き出し方向。）に対応した成端光ファイバ７１の振り分け
と、成端光ファイバ７１を通す引き出しゲート部の変更（エレメント本体１１からの成端
光ファイバ７１の先端側の引き出し口である複数の引き出しゲート部（ここでは、第１引
き出しゲート部１３と第２引き出しゲート部１４の２つ）間での成端光ファイバ７１の移
動）とが可能なものである。さらに言えば、本発明に係わる整列エレメントは、エレメン
ト本体１１内における成端光ファイバ７１の配線ルートの変更（図示例では、第１配線収
容部１０ｃと第２配線収容部１０ｄとの間での成端光ファイバ７１の移設）により、この
成端光ファイバ７１を通す引き出しゲート部を変更できるものであり、エレメント本体１
１の内部の光ファイバ収容空間１１３を、成端光ファイバ７１のエレメント本体１１から
の引き出し方向の変更、成端光ファイバ７１を引き出す引き出しゲート部の変更のために
成端光ファイバ７１を移動するための空間（移動空間）として利用する構成である。この
ため、本発明に係わる整列エレメントは、エレメント本体の外側に、成端光ファイバ７１
の配線ルートに応じて成端光ファイバ７１を引き留めるための引き留め部を別途設ける必
要が無く、小型化が容易である。従来構成の整列エレメントは、成端光ファイバを収容す
るエレメント本体の外側に、成端光ファイバの配線ルートに応じて成端光ファイバを引き
留めるための引き留め部を別途設けた構成が一般的であり、また、成端光ファイバを配線
ルートに応じて振り分けて配線ルート毎に明瞭に区分けするために、引き留め部同士間の
距離を充分に確保する必要があるなど、小型化が困難で、大型化しやすいが、本発明に係
わる整列エレメントは、このような従来構成の整列エレメントに比べて小型化が容易であ
ることは明らかであり、構造の単純化により、部品点数の減少や、低コスト化も実現でき
る。また、整列エレメントの小型化により、本発明に係わる整列エレメントを複数重ね合
わせた構成の整列盤も小型化することができる。また、この整列盤を搭載した光配線盤で
は、整列盤の小型化により、収容心数の増大や、高密度化を実現できる。
【００７２】
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　図６は、整列エレメントのエレメント本体の変形例を示す。
　図６に示すエレメント本体１１Ａは、ベース部１１１の全体を覆う蓋板１１２に代えて
、ベース部１１１の側壁部１１５に沿う延在方向両端のみを覆う形状の蓋板１１２ａ、１
１２ｂを採用したものである。蓋板１１２ａ、１１２ｂは、引き込みゲート部１２、第１
、第２引き出しゲート部１３、１４の構成部材としても機能する。
　また、このエレメント本体１１Ａについては、開閉部材１６に代えて、第１、第２引き
出しゲート部１３、１４の光ファイバ移動口１３１、１４１のみの開閉を行う開閉部材１
６Ａが設けられている。この開閉部材１６Ａは、図７に示すように、合成樹脂製の蓋板１
１２ａ、１１２ｂに一体成形された突片であり、薄肉部１６Ａ１を介して、蓋板１１２ａ
、１１２ｂから突出ようにして形成されており、薄肉部１６Ａ１をヒンジとする回転によ
って、光ファイバ移動口１３１、１４１を開閉できる。また、この開閉部材１６Ａは、該
開閉部材１６Ａの蓋板１１２ａ、１１２ｂからの突出先端に形成されている係止片１６Ａ
２によって、ベース部１１１に係脱可能に係合できる。
　開閉部材１６Ａは、蓋板１１２ａ、１１２ｂ側に代えてベース部１１に設けられていて
も良いし、ベース部８１１及び蓋板８１２の両方に設けられていても良い。また、開閉部
材１６Ａは、必ずしも、蓋板１１２ａ、１１２ｂあるいはベース部１１に一体成形されて
いる必要は無く、例えば、ヒンジを介して、蓋板１１２ａ、１１２ｂあるいはベース部１
１に回転自在に取り付けたもの等であっても良い。
【００７３】
　次に、モジュール収容ユニット５について説明する。
　図１２、図１４に示すように、光配線盤１の成端架２に搭載されているモジュール収容
ユニット５は、前記モジュール収容部５１と、このモジュール収容部５１から前記光モジ
ュール４の光コネクタアダプタ４２に対する成端光ファイバ７１の切替接続作業が行われ
る作業面側に突設された成端光ファイバ用ダクト５３と、前記モジュール収容部５１の下
に設けられたケーブル側光ファイバ用ダクト５４とを有している。成端光ファイバ用ダク
ト５３は、ケーブル側光ファイバ用ダクト５４よりも作業面側に位置している。
　ケーブル側光ファイバ用ダクト５４をモジュール収容部５１の下に設けたことは、ケー
ブル側光ファイバ用ダクト５４の全体をモジュール収容部５１の作業面側に設置した場合
に比べて、モジュール収容ユニット５の奥行き方向の寸法を縮小できる利点がある。
【００７４】
　成端光ファイバ用ダクト５３は、成端架２の左右方向（図９（ａ）左右）に沿って延在
するモジュール収容ユニット５の延在方向に沿って左右に延在されている。この成端光フ
ァイバ用ダクト５３には、配線架３から成端架２に引き込まれて光モジュール４の光コネ
クタアダプタ４２に接続された成端光ファイバ７１が配線される。なお、図１３（ａ）、
図１４に示すように、光モジュール４の光コネクタアダプタ４２に接続された成端光ファ
イバ７１において、光モジュール４からモジュール収容ユニット５の作業面側に成端光フ
ァイバ用ダクト５３まで延びる部分は、成端光ファイバ用ダクト５３上に突設されたＲガ
イド５６及びクリップ５７によって緩やかに湾曲した状態が維持される。クリップ５７は
、一対の樹脂製線材５７ａの間に成端光ファイバ７１を離脱可能に保持するものであり、
同一の光モジュール４に接続されている複数本の成端光ファイバ７１を一括保持すること
ができる。
【００７５】
　ケーブル側光ファイバ用ダクト５４は、モジュール収容ユニット５に沿って成端光ファ
イバ用ダクト５３と並列に左右に延在されている。このケーブル側光ファイバ用ダクト５
４には、成端架２に導入された光ファイバケーブル６の端末からモジュール収容ユニット
５に引き込まれて光モジュール４の光コネクタアダプタ４３に接続されたケーブル側光フ
ァイバ６１が配線される。ケーブル側光ファイバ６１は、余長収容空間３４から目的のモ
ジュール収容ユニット５のケーブル側光ファイバ用ダクト５４に引き込まれて、目的の光
モジュール４まで配線される。
　図１４に示すように、ケーブル側光ファイバ用ダクト５４は、モジュール収容部５１か
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ら作業面側に張り出した部分（張出部５４ａ）を有し、ケーブル側光ファイバ６１は、上
方開放されている張出部５４ａからモジュール収容ユニット５の作業面側に引き上げるよ
うにして目的の光モジュール４の光コネクタアダプタ４３に接続される。
【００７６】
　なお、成端光ファイバ用ダクト５３及びケーブル側光ファイバ用ダクト５４は、いずれ
も、樋状に形成されているため、配線された光ファイバ６１、７１が脱落しにくく、また
、ケーブル側光ファイバ６１と成端光ファイバ７１とが輻輳するといった不都合も確実に
防止できる。
【００７７】
　図９（ａ）に示すように、余長収容空間３４には、配線架３から成端架２に引き込まれ
る成端光ファイバ７１の余長７１ａが収容される。余長収容空間３４に収容される成端光
ファイバ７１の余長７１ａは、成端光ファイバ７１が引き込まれたモジュール収容ユニッ
ト５の成端光ファイバ用ダクト５３の余長収容空間３４側の端部（以下、導入端部５３ａ
とも言う）と、整列盤３３Ａ、３３Ｂ（具体的には、整列エレメント１０の第１引き出し
ゲート部１３）とから下方に垂れ下げるようにしてＵ字状に湾曲処理される。また、余長
収容空間３４は、接続盤ユニット２２及び整列盤３３Ａ、３３Ｂよりも下方に延在する下
部収容空間３４ａの上下方向寸法により、モジュール収容ユニット５と整列盤３３Ａ、３
３Ｂとの間に確保した成端光ファイバ７１の余長７１ａが長い場合や、前面側あるいは背
面側の接続盤２３、２４において下部に位置するモジュール収容ユニット５と、整列盤３
３Ａ、３３Ｂの下部に位置する整列エレメント１０との間に確保された余長７１ａについ
ても、Ｕ字状の湾曲処理を確実に行うことができ、配線架３から成端架２に引き込まれる
全ての成端光ファイバ７１の余長７１ａについて、モジュール収容ユニット５と整列盤３
３Ａ、３３Ｂとの間に垂れ下げるようなＵ字状の湾曲処理を行える。
【００７８】
　この光配線盤１は、前面側接続盤２３と背面側接続盤２４とを有しているため、充分な
収容心数を確保しつつも、モジュール収容ユニット５の設置位置を出来るだけ光配線盤１
の上側とすることが容易であるため、余長収容空間３４の下部収容空間３４ａに充分な大
きさ（特に、上下方向寸法）を確保できる。このため、モジュール収容ユニット５の設置
位置を出来るだけ光配線盤１の上側として、全ての成端光ファイバ７１の余長７１ａにつ
いて、モジュール収容ユニット５と整列盤３３Ａ、３３Ｂとの間に垂れ下げるようなＵ字
状の湾曲処理を実現するにしても、モジュール収容ユニット５の設置数を確保でき、収容
心数を充分に確保することができる。
【００７９】
　ケーブル側光ファイバ６１は、図９（ａ）、図１０に示すように、接続盤ユニット２２
の余長収容空間３４側の側部に設けられているファイバ固定部５５によって引き留めるこ
とができる。ファイバ固定部５５は、モジュール収容ユニット５毎に設置されており、ケ
ーブル側光ファイバ６１を、引き込み対象の目的のモジュール収容ユニット５の成端光フ
ァイバ用ダクト５３の導入端部５３ａ付近で引き留めることができる。ファイバ固定部５
５としては、成端光ファイバ７１を離脱可能に固定する構造を採用する。図示例のファイ
バ固定部５５は、着脱式の固定部材５５ａ（図９（ａ）参照）を取り付けることで成端光
ファイバ７１を離脱可能に固定する構造であるため、切替接続等に伴うモジュール収容ユ
ニット５間での成端光ファイバ７１の移設等の作業を行う場合は、ファイバ固定部５５か
ら固定部材５５ａを離脱することで、成端光ファイバ７１の固定を簡単に解除でき、作業
性確保の点で有利である。また、図８、図１０に示すように、ケーブル側光ファイバ６１
は、前面側接続盤２３の各モジュール収容ユニット５に対応して設けられて上下に多段に
配列されたファイバ固定部５５の列と、背面側接続盤２４の各モジュール収容ユニット５
に対応して設けられて上下に多段に配列されたファイバ固定部５５の列との間に確保され
た引き込み空間５５ｂを介して、ケーブル側光ファイバ用ダクト５４に引き込まれる。
　図示例のように、ケーブル収容空間２５から前面側接続盤２３までのケーブル側光ファ
イバ６１の配線ルートと、ケーブル収容空間２５から背面側接続盤２４までのケーブル側
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光ファイバ６１の配線ルートとが区分けされている構成であれば、ケーブル側光ファイバ
６１の本数が多い場合でも、ケーブル側光ファイバ６１の輻輳を回避することができ、成
端架２に引き込んだ光ファイバケーブル６端末から光モジュール４までケーブル側光ファ
イバ６１を配線する作業や、移設、撤去といった作業の作業性を向上できるといった利点
がある。
【００８０】
　なお、図示例の光配線盤１では、接続盤ユニット２２を構成する前面側接続盤２３のモ
ジュール収容ユニット５の上下位置と、背面側接続盤２４のモジュール収容ユニット５の
上下位置とが揃えられており、前面側接続盤２３のモジュール収容ユニット５毎に設けら
れたファイバ固定部５５と、背面側接続盤２４のモジュール収容ユニット５毎に設けられ
たファイバ固定部５５とは上下位置が揃えられている。引き込み空間５５ｂを介して横並
びに配置されたファイバ固定部５５間は後付け可能な連結板５５ｃ（図１０のみに図示）
で連結されることで、一つのユニット（固定部ユニット５５ｄ）を構成する。ケーブル側
光ファイバ６１は、ケーブル収容空間２５から、引き込み空間５５ｂを介して横並びに配
置された一対のファイバ固定部５５と連結板５５ｃとで囲まれる引き込み空間５５ｂ、つ
まり、固定部ユニット５５ｄの内側を経由して、ケーブル側光ファイバ用ダクト５４に到
達するように配線される。
　一方、成端光ファイバ７１は、固定部ユニット５５ｄの内側には配線されず、固定部ユ
ニット５５ｄの外側を通るようにして、整列盤３３Ａ、３３Ｂからモジュール収容ユニッ
ト５の成端光ファイバ用ダクト５３に引き込み配線される。このため、余長収容空間３４
では、ケーブル側光ファイバ６１と成端光ファイバ７１とが固定部ユニット５５ｄの内外
に区分けして配線されるため、輻輳を防止できる。
【００８１】
　この光配線盤１では、配線架３から成端架２に引き込んだ成端光ファイバ７１を、前面
側あるいは背面側の接続盤２３、２４のモジュール収容ユニット５の光モジュール４に実
装されている光コネクタアダプタ４２にコネクタ接続することで、前記光コネクタアダプ
タ４２によってコネクタ接続可能に成端されているケーブル側光ファイバ６１と成端光フ
ァイバ７１とが光接続され、光ファイバケーブル６側の光線路を、成端光ファイバ７１に
接続されている伝送装置等と接続できる。成端光ファイバ７１は、先端の光コネクタ７２
によって、光モジュール４の光コネクタアダプタ４２に対して切替接続可能であり、これ
により、光ファイバケーブル６側の光線路に対する成端光ファイバ７１の接続を切り替え
ることができる。
【００８２】
　図１０に示すように、配線架３から成端架２に引き込まれる成端光ファイバ７１は、余
長収容空間３４での振り分け配線によって、前面側接続盤２３への引き込みと背面側接続
盤２４への引き込みとを選択できる。したがい、光モジュール４の光コネクタアダプタ４
２に対する成端光ファイバ７１の切替接続を、前面側接続盤２３のモジュール収容ユニッ
ト５に収容されている光モジュール４の光コネクタアダプタ４２と、背面側接続盤２４の
モジュール収容ユニット５に収容されている光モジュール４の光コネクタアダプタ４２と
の間で行う場合、余長収容空間３４での配線ルートの変更によって、前面側接続盤２３及
び背面側接続盤２４の一方から他方へ成端光ファイバ７１の引き込み先を変更することで
、引き込み先のモジュール収容ユニット５の選択を簡単に行うことができ、切替接続の作
業性を確保できる。
【００８３】
　また、この光配線盤１では、成端架２に設置されるモジュール収容ユニット５を、前面
側接続盤２３と背面側接続盤２４とに分けて設置することで、モジュール収容ユニット５
の設置位置を出来るだけ光配線盤１の上側として、全ての成端光ファイバ７１の余長７１
ａについて、モジュール収容ユニット５と整列盤３３Ａ、３３Ｂとの間に垂れ下げるよう
なＵ字状の湾曲処理を実現したことにより、成端光ファイバ７１の余長処理手法が統一さ
れるため、光モジュール４の光コネクタアダプタ４２に対する成端光ファイバ７１の切替



(27) JP 4184329 B2 2008.11.19

10

20

30

40

50

接続、光モジュール４の光コネクタアダプタ４２に接続される成端光ファイバ７１（現用
光ファイバ７１１）の増設（保留光ファイバ７１２を現用光ファイバ７１１に変更するこ
と等）、撤去（現用光ファイバ７１１を保留光ファイバ７１２に変更すること等）等の作
業性を確保できる。
【００８４】
（別実施形態）
　次に、本発明に係わる整列エレメントの別実施形態を説明する。
　図１６は整列エレメント８０を示す全体斜視図、図１７（ａ）～（ｅ）は整列エレメン
ト８０の構造を示す図、図１８は整列エレメント８０のエレメント本体８１のベース部８
１１に対して蓋板８１２を開放した状態を示す展開図、図１９はエレメント本体８１のベ
ース部８１１と蓋板８１２との連結部付近（図１８の範囲Ｓ）を拡大して示す拡大側面図
である。
　図１６、図１７（ａ）～（ｅ）に示すように、整列エレメント８０は、プレート状のベ
ース部８１１と該ベース部８１１上に被せるようにして設けられた蓋板８１２とを有する
外観薄板状のエレメント本体８１と、このエレメント本体８１のベース部８１１（詳細に
はベース板８１４）と蓋板８１２との間に確保された隙間である光ファイバ収容空間８２
内に収容された取出治具８３とを具備している。
　この整列エレメント８０は、前述の整列エレメント１０に代えて、光配線盤１に用いる
ことができる。この整列エレメント８０は、上下に複数重ね合わせて整列盤を構成する。
　図１６等において、符号８９は、この整列エレメント８０を配線架３の架本体３０に取
り付けるための係合片である。この係合片８９は、架本体３０の柱３０ａに対して押し込
むだけで係合するラッチ構造になっている。また、この係合片８９は、該係合片８９の側
部から突設されている係合解除レバー８９ａを操作することで、架本体３０に対する係合
を解除できるようになっている。
【００８５】
　図示例のエレメント本体８１のベース部８１１及び蓋板８１２は、それぞれ合成樹脂製
の一体成形品である。図１８、図１９に示すように、エレメント本体８１のベース部８１
１は、平板状のベース板８１４と、このベース板８１４の一側部に沿って立設されたリブ
状の突条である側壁部８１５とを有する板状の部材である。
　蓋板８１２は、ベース部８１１の側壁部８１５の上部に固定された固定部８１２ａと、
この固定部８１２ａに対して薄肉部８１２ｂを介して連結され、ベース板８１４上を開閉
する開閉部８１２ｃとを具備して構成されている。前記薄肉部８１２ｂは、蓋板８１２を
ベース部８１１に対して回転自在に支持するヒンジとしての機能とを果たす。蓋板８１２
は、前記薄肉部８１２ｂを中心とする回転によって、ベース部８１１に対して開閉可能で
ある。
【００８６】
　エレメント本体８１は、蓋板８１２をベース部８１１上に被せるようにしてベース部８
１１に並行に設けることで、図１７（ａ）～（ｅ）に示すように薄形ケース状に構成され
ている。ベース部８１１（詳細にはベース板８１４）と蓋板８１２との間には、光ファイ
バ収容空間８２が確保される。
　この整列エレメント８０は、成端光ファイバ７１の長手方向の途中をエレメント本体８
１に収容するようになっている。エレメント本体８１に通される成端光ファイバ７１は、
ベース部８１１（エレメント本体８１）の側壁部８１５に沿う延在方向（図１７（ａ）、
（ｃ）、（ｅ）の左右方向、図１８左右方向）の一端側（図１７（ａ）、（ｃ）、（ｅ）
の右側、図１８右側）における前記光ファイバ収容空間８２の開口部である引き込みゲー
ト部８５１に収容するとともに、成端光ファイバ７１の前記引き込みゲート部８５１より
も先端側（光コネクタ７２）側が、エレメント本体８１の延在方向他端部側における光フ
ァイバ収容空間８２の開口部である第１引き出しゲート部８５２、あるいは、エレメント
本体８１の延在方向に沿って延在する本体幹部８１Ａから該本体幹部８１Ａの側方に延出
する第２本体部８１Ｂに設けられた第２引き出しゲート部８５３からエレメント本体８１
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の外側へ延出するように配線される。
　引き込みゲート部８５１からは、エレメント本体８１に収容された成端光ファイバ７１
の基端側（光ファイバケーブル７側）が延出される。第１引き出しゲート部８５２（エレ
メント本体８１の他端部）からは、現用光ファイバ７１１の先端側（光コネクタ７２側）
が延出される。第２引き出しゲート部８５３からは、保留光ファイバ７１２の先端側（光
コネクタ７２側）が延出される。
【００８７】
　ベース部８１１上に装着された蓋板８１２は、前記側壁部８１５と、エレメント本体８
１の延在方向一端部に確保された引き込みゲート部８５１（後述）を介して前記側壁部８
１５とは逆の側にてベース部８１１上に突設された仕切壁８８とによって、ベース部８１
１（詳細にはベース板８１４）に平行に支持される。仕切壁８８は、引き込みゲート部８
５１から第２引き出しゲート部８５３まで延在している。
　ベース部８１１の側壁部８１５は、光ファイバ収容空間８２内に収容した成端光ファイ
バ７１が、エレメント本体８１の一側部（図１７（ｂ）上側、図１７（ｄ）上側）からエ
レメント本体８１の外に出ることを規制する機能を果たす。
　なお、エレメント本体８１自体も、本発明に係る整列エレメントとして機能する。
　また、エレメント本体としては、全体が一体成形されている構成に限定されず、例えば
、ベース部と、このベース部とは別体の蓋板がベース部上に装着された構成（蓋板がヒン
ジでベース部に連結された構成等も含む）等も採用可能である。蓋板はベース部に対して
開閉自在であることが好ましい。また、ベース部と蓋板とが別体になっている構成では、
ベース部及び蓋板の材質は合成樹脂に限定されず、様々なものを採用できる。
　側壁部８１５は、ベース部及び蓋板に対して別体の部材であっても良い。
【００８８】
　図１８に示すように、前記ベース部８１１は、引き込みゲート部８５１を形成する引き
込み台部８１６と、この引き込み台部８１６から張り出すように延出された第１ベース部
８１７と、前記引き込み台部８１６から前記第１ベース部８１７とは別の方向に張り出す
ように延出された第２ベース部８１８とで構成されている。ベース部８１１の前記側壁部
８１５は、引き込み台部８１６と第１ベース部８１７とで構成される幹部８１９の延在方
向（図１８左右）に沿って延在する突条状に形成されている。第２ベース部８１８は、引
き込み台部８１６から前記側壁部８１５とは逆の方向に延出されている。したがい、ベー
ス部８１１は、概略Ｌ字形に形成されている。
　蓋板８１２は、ベース部８１１と同様の平面形状を有している。エレメント本体８１の
平面視形状（図１７（ｃ）参照）も、ベース部８１１の平面視形状にほぼ一致する。
　また、以下、エレメント本体８１の内、ベース部８１１の第１ベース部８１７と、前記
蓋板８１２の内の光ファイバ収容空間８２を介して第１ベース部８１７に対面する部分と
によって構成される部分を第１本体部８１Ａ２、ベース部８１１の第２ベース部８１８と
、前記蓋板８１２の内の光ファイバ収容空間８２を介して第２ベース部８１８に対面する
部分とによって構成される部分を第２本体部８１Ｂと称して説明する場合がある。
【００８９】
　前記エレメント本体８１は、引き込みゲート部８５１が設けられている引き込み本体部
８１Ａ１と、該引き込み本体部８１Ａ１から張り出すようにして延出された第１本体部８
１Ａ２と、前記引き込み本体部８１Ａ１及び前記第１本体部８１Ａ２で構成された本体幹
部８１Ａの側方へ前記引き込み本体部８１Ａ１から分岐するようにして延出された第２本
体部８１Ｂとを具備している。第２本体部８１Ｂは、引き込み本体部８１Ａから側壁部８
１５とは反対の側へ延出されている。
　本体幹部８１Ａ内には、前記引き込みゲート部８５１に通して前記光ファイバ収容空間
８２内に配線される成端光ファイバ７１の内、第１引き出しゲート部８５２に通される現
用光ファイバ７１１が収容される。第２本体部８１Ｂ内には、前記引き込みゲート部８５
１に通して前記光ファイバ収容空間８２内に配線される成端光ファイバ７１の内、第２引
き出しゲート部８５３に通される保留光ファイバ７１２が収容される。
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【００９０】
　この整列エレメント８０内には、保留光ファイバ７１２と現用光ファイバ７１１とが、
異なる配線ルートで配線される。
　すなわち、光ファイバ収容空間８２内における保留光ファイバ７１２の配線ルートは、
引き込み本体部８１Ａ１にて、現用光ファイバ７１１の光ファイバ収容空間８２内におけ
る配線ルートから分岐されており、本体幹部８１Ａに引き通し配線される現用光ファイバ
７１１の配線ルートと区分けされている。以下、光ファイバ収容空間８２内において、現
用光ファイバ７１１が配線される領域（すなわち、ベース部８１１上において、引き込み
ゲート部８５１と第１引き出しゲート部８５２とに通して引き通し配線される成端光ファ
イバ７１の配線領域）を第１配線ルート８４１、保留光ファイバ７１２が配線される領域
（すなわち、ベース部８１１上において、引き込みゲート部８５１と第２引き出しゲート
部８５３とに通して配線される成端光ファイバ７１の配線領域）を第１配線ルート８４２
と称する。第１配線ルート８４１及び第１配線ルート８４２は、光ファイバ収容空間８２
の一部である。
【００９１】
　引き込みゲート部８５１は、ベース部８１１と蓋板８１２との間において、側壁部８１
５と仕切壁８８との間に確保された開口部である。
　引き込みゲート部８５１は、ベース部１１１のベース板８１４及び側壁部８１５と、蓋
板８１２と、仕切壁８８とによって囲まれる内側に成端光ファイバ７１を収容する。
　第１引き出しゲート部８５２は、ベース部１１１のベース板８１４及び側壁部８１５と
、蓋板８１２と、開閉部材８７（後述）とによって囲まれる内側に成端光ファイバ７１を
収容する。
　第２引き出しゲート部８５３は、ベース部１１１のベース板８１４及び仕切壁８８と、
蓋板８１２と、開閉部材８７（後述）とによって囲まれる内側に成端光ファイバ７１を収
容する。
　前記仕切壁８８は、引き込みゲート部８５１と第１引き出しゲート部８５２との間を、
成端光ファイバ７１が移動できないように仕切る機能と、第１配線ルート８４２に収容し
た成端光ファイバ７１（保留光ファイバ７１２）が、エレメント本体８１の第２本体部８
１Ｂの作業側部８１ａ（後述）とは反対の側から出ることを規制する機能とを果たすもの
である。
【００９２】
　エレメント本体８１の第１本体部８１Ａと第２本体部８１Ｂとは、前記ベース部８１１
と同様にＬ字形になっているエレメント本体８１の内角側の空間である作業空間８６に臨
んでいる。
　エレメント本体８１の他側部（ベース部８１１の側壁部８１５がある一側部とは反対の
側の側部）の側において、前記作業空間８６に臨むエレメント本体８１の側部、すなわち
、第１引き出しゲート部８５２から第２引き出しゲート部８５３にわたって延在するエレ
メント本体８１の側部（以下、作業側部８１ａとも言う）には、延在方向全長にわたって
、光ファイバ収容空間８２の開口部である側部開口部８１ｂが開口されている。前記側部
開口部８１ｂは、第１引き出しゲート部８５２の作業空間８６側の開口部である光ファイ
バ移動口と、第２引き出しゲート部８５３の作業空間８６側の開口部である光ファイバ移
動口と、第１配線ルート８４１の作業空間８６側の開口部である光ファイバ移動口と、第
１配線ルート８４２の作業空間８６側の開口部である光ファイバ移動口として機能する、
１本の連続した開口部である。この側部開口部８１ｂは、作業側部８１ａに沿った延在方
向全長にわたって成端光ファイバ７１が通過できるように開口されている。
【００９３】
　第１引き出しゲート部８５２の作業空間８６側の開口部である光ファイバ移動口８５２
ａと、第２引き出しゲート部８５３の作業空間８６側の開口部である光ファイバ移動口８
５３ａとには、該光ファイバ移動口８５２ａ、８５３ａを開閉する開閉部材８７が設けら
れている。区別のため、図１８等においては、第１引き出しゲート部８５２の光ファイバ
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移動口８５２ａに設けられた開閉部材８７に符号８７１、第２引き出しゲート部８５３の
光ファイバ移動口８５３ａに設けられた開閉部材８７に符号８７２を付している。また、
第１配線ルート８４１の第１引き出しゲート部８５２を除く部分についても、作業空間８
６側の開口部である光ファイバ移動口８４１ａに、開閉部材８７（区別のため、符号８７
３を付して説明する場合がある）が開閉可能に設けられている。
【００９４】
　図示例の整列エレメント８０では、前記開閉部材８７は、図２０に示すように、蓋板８
１２の作業側部８１ａ側の端部から突出する突片である。この開閉部材８７は、具体的に
は、薄肉部８７４を介して蓋板８１２の開閉部８１２ｃと連結されており、薄肉部８７４
を中心とする回転によって開閉される。ここで、開閉部材８７は、側部開口部８１ｂの延
在方向の一部（具体的には、光ファイバ移動口）を塞いだ状態が「閉」の状態であり、側
部開口部８１ｂを開放した状態が「開」の状態である。この開閉部材８７は、閉状態とし
たときに、ベース部８１１に係脱可能に係合する係合手段を有しており、この係合手段の
係合によって閉状態を維持できる。
　図１８、図２０において、具体的には、前記開閉部材８７には、ベース部８１１の作業
側部８１ａ側の端部に突設されている係止爪８７５（弾性爪）を受け容れる係合穴８７６
が形成されており、開閉部材８７を前記薄肉部８７４を中心とする回転によって、ベース
部８１１の作業空間８６の側（以下、作業面側とも言う）の端部（作業側部８１ａ）に押
し当てて前記係合穴８７６に前記係止爪８７５を入り込ませると、前記係止爪８７５によ
って開閉部材８７がベース部８１１に係止され、開閉部材８７の閉状態が維持される。ま
た、ベース部８１１に対して係合状態にある開閉部材８７を強く引っ張って、開閉部材８
７を係止爪８７５から強制的に離脱させれば、開状態とすることができる。係合穴８７６
は、特に必要で無ければ、形成を省略できる。
【００９５】
　前記係合手段としては、図示例の構成に限定されず、例えば、開閉部材８７に突設した
係合爪等、各種構成が採用可能である。
　開閉部材８７は、ベース部８１１に設けられていても良いし、ベース部８１１及び蓋板
８１２の両方に設けられていても良い。また、開閉部材８７は、必ずしも、エレメント本
体８１に一体成形されている必要は無く、例えば、ヒンジを介して、エレメント本体８１
のベース部８１１又は蓋板８１２に回転自在に取り付けられたものや、エレメント本体８
１に作業空間８６側からの押し込みによって離脱可能に嵌合又は係合して装着される構造
のもの、エレメント本体８１の作業側部８１ａに沿ったスライド移動によってエレメント
本体８１に対して着脱される構成のもの、等であっても良い。
【００９６】
　この整列エレメント８０では、開閉部材８７１、８７２を開いて光ファイバ移動口８５
２ａ、８５３ａを開放することで、側部開口部８１ｂ全体を開放することができる。第１
引き出しゲート部８５２の光ファイバ移動口８５１ａの開閉部材８７１を開いて光ファイ
バ移動口８５１ａを開放すれば、側部開口部８１ｂを介して、第１配線ルート８４１から
作業空間８６への成端光ファイバ７１の取り出し作業、及び、作業空間８６から第１引き
出しゲート部８５２への成端光ファイバ７１の収容作業を行うことができる。第２引き出
しゲート部８５３の光ファイバ移動口８５３ａの開閉部材８７２を開いて光ファイバ移動
口８５３ａを開放すれば、側部開口部８１ｂを介して、第１配線ルート８４２から作業空
間８６への成端光ファイバ７１の取り出し作業、及び、作業空間８６から第２引き出しゲ
ート部８５３への成端光ファイバ７１の収容作業を行うことができる。これにより、第１
配線ルート８４１と第１配線ルート８４２との間での成端光ファイバ７１の移設を作業空
間８６経由で行うことができ、保留光ファイバ７１２から現用光ファイバ７１１への変更
、現用光ファイバ７１１から保留光ファイバ７１２への変更を行える。
　開閉部材８７を閉状態とし、第１、第２引き出しゲート部８５２、８５３の光ファイバ
移動口８５２ａ、８５３ａを開閉部材８７によって閉じておけば、光ファイバ移動口８５
２ａ、８５３ａから成端光ファイバ７１が抜け出ることが開閉部材８７によって規制され
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ることは言うまでも無い。
【００９７】
　図２１に示すように、取出治具８３は、可撓性のシート（例えば合成樹脂製シート。こ
こでは、所謂フィルム等も含む）によって形成されており、Ｕ字状に曲げられて、内側に
成端光ファイバ７１を収容した状態で、光ファイバ収容空間８２に収容されている。図１
７（ｃ）、図１８に示すように、図示例の整列エレメント８０では、取出治具８３は、光
ファイバ収容空間８２の内、第１配線ルート８４１に収容されている。また、取出治具８
３のＵ字状に湾曲された部分を介して両側の端部８３１（両端）は、側部開口部８１ｂを
介して作業側部８１ａから作業空間８６に突出されており、この作業空間８６に突出され
た両端が、取出治具８３をエレメント本体８１から作業面側に引き出すようにして取り出
すための操作ハンドルとして機能する。操作ハンドルとして機能する両端部８３１を、作
業者が手指等で引っ張って、取出治具８３を作業空間８６側に引き出すと、この取出治具
８３と一緒に、取出治具８３の内側に収容されている成端光ファイバ７１（現用光ファイ
バ７１１）を作業空間８６に取り出すことができる（図１６の仮想線で示す成端光ファイ
バ７１を参照）。これにより、エレメント本体８１からの成端光ファイバ７１の取り出し
を簡単に行うことができる。
【００９８】
　なお、エレメント本体８１における取出治具８３の収容位置は、第１配線ルート８４１
に限定されず、第１配線ルート８４２であっても良く、また、第１配線ルート８４１と第
１配線ルート８４２の両方であっても良い。
　また、取出治具８３は、例えば、Ｕ字状に湾曲された部分を介して両側の端部の一方（
一端）を他方（他端）に連結して、他端のみを前記操作ハンドルとして機能させる構成と
することも可能である。取付治具８３の一端を他端に連結する手法としては、例えば、接
着剤による接着、熱溶着による固定、クリップ等の固定用の別部材を用いた固定、一端及
び／又は他端に形成したスリットや切欠部を利用した係脱可能な係合、などが採用可能で
ある。
【００９９】
　この整列エレメント８０は、エレメント本体８１の第１本体部８１Ａと第２本体部８１
Ｂとの間に、エレメント本体８１の作業側部８１ａ側を一部切り欠いた形状の作業空間８
６が確保されており、側部開口部８１ｂ全体がこの作業空間８６に開口されていることか
ら、この作業空間８６を、第１配線ルート８４１と第２配線ルート８４２との間での成端
光ファイバ７１の移設等の作業に利用することで、整列エレメント８０の側部に確保すべ
き作業スペースを縮小することができる。この作業スペースの縮小は、この整列エレメン
ト８０を複数重ね合わせて構成した整列盤についても同様に言える。また、この整列盤を
搭載した光配線盤の高密度化を実現できるといった効果も得られる。
【０１００】
　図２２は、この整列エレメントの変形例を示す。
　図２２に示す整列エレメント８０Ａは、本体幹部８１Ａの両側に、引き込み本体部８１
Ａ１から延出する第２本体部８１Ｂが本体幹部８１Ａから分岐するように形成されたエレ
メント本体８１’を採用したものである。作業側部８１ａ及び側部開口部８１ｂは、本体
幹部８１Ａ及び第２本体部８１Ｂの内、本体幹部８１Ａの両側に確保された作業空間８６
に臨む部分に設けられている。この場合、本体幹部８１Ａの内、第１本体部８１Ａ２の両
側、第１引き出しゲート部８５２の両側に、光ファイバ移動口を有する構成を採用する。
　また、図１６、図２２等に例示した整列エレメント８０、８０Ａについて、引き込みゲ
ート部、第１、第２引き出しゲート部に対応する部分のみに蓋板を設けた構成を採用する
ことも可能である。
【０１０１】
　なお、本発明は、前述した実施形態に限定されず、各種変更が可能であることは言うま
でも無い。
　エレメント本体の具体的形状は、本発明の主旨を逸脱しない範囲で、適宜変更できるこ
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とは言うまでも無い。また、エレメント本体のベース部及び蓋板は、それぞれ、樹脂一体
成形品であることが、低コスト化等の点で好ましいが、本発明ではこれに限定されず、複
数の部材を用いた組み立て品であっても良い。
　また、本発明に係る整列エレメントの適用対象の光配線盤は、上述した実施形態のもの
に限定されず、様々なものを適用できることは言うまでも無い。また、上述の実施形態で
は、整列エレメントを、配線架３から成端架２に引き込む成端光ファイバ７１の整列に用
いた場合を例示したが、本発明に係る整列エレメントの適用対象の光ファイバは成端光フ
ァイバ７１に限定されず、光コネクタによる先端のコネクタ成端の有無等に拘わらず、各
種の光ファイバの整列や、振り分け配線に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【０１０２】
【図１】本発明に係る整列エレメントを示す全体斜視図である。
【図２】図１の整列エレメントから蓋板を取り外した状態を示す斜視図である。
【図３】（ａ）～（ｃ）は、図１の整列エレメントに適用される開閉部材の一例を示す図
である。
【図４】（ａ）～（ｃ）は、図１の整列エレメントの構造を示す図である。
【図５】図１の整列エレメントの構造を示す図であり、（ａ）は取出治具の収容位置付近
を示す断面図、（ｂ）は図５（ａ）のＣ－Ｃ線断面矢視図である。
【図６】図１の整列エレメントのエレメント本体の変形例を示す斜視図である。
【図７】図６のエレメント本体の開閉部材付近を示す断面図である。
【図８】本発明に係る光配線盤１を示す全体斜視図である。
【図９】図８の光配線盤を示す図であり、（ａ）は正面図、（ｂ）は側面図である。
【図１０】図９（ｂ）のＡ－Ａ線矢視図である。
【図１１】図９（ａ）のＢ－Ｂ線矢視図（部分断面図）である。
【図１２】図８の光配線盤の成端架に搭載されるモジュール収容ユニットを示す斜視図で
ある。
【図１３】図１２のモジュール収容ユニットを示す図であって、（ａ）は平面図、（ｂ）
は正面図である。
【図１４】図１２のモジュール収容ユニットの構造を示す側面図である。
【図１５】図８の光配線盤の配線架に設けられる保留エレメントを示す斜視図である。
【図１６】本発明に係る整列エレメントの別態様を示す全体斜視図である。
【図１７】（ａ）～（ｅ）は図１６の整列エレメントの構造を示す図である。
【図１８】図１６の整列エレメントのエレメント本体のベース部に対して蓋板を開放した
状態を示す展開図である。
【図１９】図１６の整列エレメントのエレメント本体のベース部と蓋板との連結部付近（
図１８の範囲Ｓ）を拡大して示す拡大側面図である。
【図２０】図１６の整列エレメントの開閉部材を示す図である。
【図２１】図１６の整列エレメントのエレメント本体内における取出治具（シート）の収
容状態を示す断面図である。
【図２２】図１６の整列エレメントの変形例を示す平面図である。
【符号の説明】
【０１０３】
　１…光配線盤、２…成端架、２２…接続盤ユニット、３…配線架、３３Ａ、３３Ｂ…整
列盤、１０…整列エレメント、１０ｃ…第１配線ルート（第１配線収容部）、１０ｄ…第
２配線ルート（第２配線収容部）、１１…エレメント本体、１１Ａ…エレメント本体、１
１Ｆ…コ字形フレーム、１１ａ…作業側部、１１ｂ…側部開口部、１１１…ベース部、１
１２…蓋板、１１３…光ファイバ収容空間、１１４…ベース板、１１５…側壁部、１２…
引き込みゲート部、１３…第１引き出しゲート部、１４…第２引き出しゲート部、１５…
仕切壁、１６…開閉部材、１７…取出治具、１７１…治具本体、１７１ａ…平板部、１７
１ｂ…光ファイバ移動片、１７８…操作ハンドル、３５…保留エレメント、４２…光コネ
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クタ（光コネクタアダプタ）、７１…成端光ファイバ、７１１…成端光ファイバ（現用光
ファイバ）、７１２…成端光ファイバ（保留光ファイバ）、７２…光コネクタ（光コネク
タプラグ）、８０、８０Ａ…整列エレメント、８１、８１’…エレメント本体、８１Ａ…
本体幹部、８１Ａ１…引き込み本体部、８１Ａ２…第１本体部、８１Ｂ…第２本体部、８
１ａ…作業側部、８１ｂ…側部開口部、８１１…ベース部、８１２…蓋板、８１４…ベー
ス板、８１５…側壁部、８３…取出治具（シート）、８３１…操作ハンドル（端部）、８
４１…第１配線ルート、８４２…第２配線ルート、８５１…引き込みゲート部、８５２…
第１引き出しゲート部、８５３…第２引き出しゲート部、８６…作業空間、８７…開閉部
材、８８…側壁部（仕切壁）。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】

【図１９】
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【図２０】

【図２１】

【図２２】
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